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令和４年（ヨ）第１５号 関西電力株式会社・高浜発電所１～４号機運転差止仮処

分 

決 定 

主 文 

    １ 本件申立てをいずれも却下する。 

    ２ 申立費用は債権者らの負担とする。 

理 由 

（目次） 

第１ 申立ての趣旨 

第２ 事案の概要 

第３ 前提事実 

 １ 当事者等 

 ２ 本件原発の概要等 

 ３ 福島第一原子力発電所事故を契機とした新規制基準の制定 

 ４ 地震に関する規制基準の概要等 

 ５ 高経年化対策制度及び運転期間延長認可制度 

第４ 争点 

第５ 争点に対する当事者の主張 

 １ 債権者らの申立てが、濫用的な申立てとして不適法か否か（争点１） 

 ２ 債権者Ｘ２の人格権侵害が生じる蓋然性（争点２） 

 ３ 原子力規制委員会の問題（争点３） 

 ４ 基準地震動が低水準であること（争点４－１） 

 ５ ばらつき条項の不遵守（争点４－２） 

 ６ 老朽化に伴う問題（争点５－１） 

 ７ 主給水ポンプ破損時の危険（争点５－２） 

 ８ 使用済み核燃料の危険性（争点６） 
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 ９ 本件原発におけるテロリズム対策の合理性（争点７） 

 １０ 避難計画の不備による人格権侵害の具体的危険性（争点８－１） 

 １１ 避難計画の不備の有無（争点８－２） 

 １２ 保全の必要性（争点９） 

第６ 争点に対する判断 

 １ 債権者らの申立てが、濫用的な申立てとして不適法か否か（争点１） 

 ２ 債権者Ｘ２の人格権侵害が生じる蓋然性（争点２） 

 ３ 原子力規制委員会の問題（争点３） 

 ４ 基準地震動の不合理性（争点４） 

  ⑴ 認定事実 

  ⑵ 基準地震動が低水準であること（争点４－１） 

  ⑶ ばらつき条項の不遵守（争点４－２） 

 ５ 基準地震動以下の地震によって重大事故が発生する危険性（争点５） 

  ⑴ 認定事実 

  ⑵ 老朽化に伴う問題（争点５－１） 

  ⑶ 主給水ポンプ破損時の危険（争点５－２） 

 ６ 使用済み核燃料の危険性（争点６） 

 ７ 本件原発におけるテロリズム対策の合理性（争点７） 

 ８ 避難計画等（争点８） 

  ⑴ 避難計画の不備による人格権侵害の具体的危険性（争点８－１） 

  ⑵ 避難計画の不備の有無（争点８－２） 

第７ 結論 

第１ 申立ての趣旨 

債務者は、福井県大飯郡高浜町（略）にある関西電力株式会社・高浜発電

所１号機から４号機までを運転してはならない。 

第２ 事案の概要 
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   本件は、債権者らが、債務者において福井県大飯郡高浜町（略）に設置、運

転している高浜発電所１号機から４号機まで（以下、併せて「本件原発」とい

う。）について、その運転により重大な事故が発生し、債権者らの生命、身体等

の重大な法益に対する侵害が生ずる具体的な危険性があると主張して、債務者

に対し、人格権に基づく妨害予防請求権を被保全権利として、本件原発の運転

の差止めを命ずる仮処分命令を申し立てる事案である。 

第３ 前提事実（争いのない事実並びに掲記の疎明資料及び審尋の全趣旨により容

易に認められる事実） 

 １ 当事者等 

⑴ 債権者Ｘ１は、福井県小浜市内に居住する者であり、債権者Ｘ２は、さい

たま市内に居住する者である。 

⑵ 債務者は、発電事業等を目的とする株式会社であり、福井県大飯郡高浜町

田ノ浦１に、高浜発電所を設置している。 

⑶ 債権者らは、福井地方裁判所に対し、債務者を被告として、人格権に基づ

く妨害予防請求権を被保全権利として、大飯発電所の運転差し止めを求めて

仮処分を申し立て、福井地方裁判所は、令和元年１０月１６日、債権者らの

申し立てを却下する決定（福井地方裁判所平成３１年（ヨ）第７号）がなさ

れ、債権者らは抗告をすることなく、同決定は確定した。 

２ 本件原発の概要等 

  ⑴ 本件原発の概要 

   ア 高浜発電所には、高浜１号機から４号機まで（本件原発）が設置されて

いる。 

   イ 債務者は、高浜発電所１号機については昭和４９年１１月１４日から、

高浜発電所２号機については昭和５０年１１月１４日から、高浜発電所３

号機については昭和６０年１月１７日から、高浜発電所４号機については

昭和６０年６月５日から、それぞれ営業運転を開始している。 
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  ⑵ 原子力発電の仕組みと本件原発の種類 

   ア 原子力発電の仕組み 

     原子力発電は、原子炉においてウラン２３５等を核分裂させることによ

り熱エネルギーを発生させ、発電を行っている。原子力発電では、原子炉

において取り出した熱エネルギーによって蒸気を発生させ、この蒸気でタ

ービンを回転させて発電を行う。 

   イ 本件原発の種類 

     本件原発は、１次冷却設備を流れる高圧の軽水（１次冷却材、軽水とは、

原子核が陽子 1 個のみで構成される水素原子２個と酸素原子１個からなる

水をいい、普通の水のことである。）を原子炉で高温水とし、これを蒸気発

生器に導き、蒸気発生器において、高温水の持つ熱エネルギーを、２次冷

却設備を流れている軽水（２次冷却材）に伝えて蒸気を発生させ、この蒸

気をタービンに送って発電する加圧水型原子炉である。 

  ⑶ 本件原発の構造等 

   ア 主な設備 

     本件原発の主な設備としては、燃料から取り出した熱エネルギーを２次

冷却材に伝達する１次冷却設備、蒸気発生器で蒸気となった２次冷却材で

タービンを回転させるための２次冷却設備、電気を供給するための電気施

設、原子炉停止の際に原子炉内の熱を除去するための設備等があり、これ

に加えて、緊急時の安全性を確保するための工学的安全施設等が設けられ

ている。また、使用済燃料を貯蔵する設備として使用済燃料ピットを備え

ている。 

   イ １次冷却設備 

     １次冷却設備は、原子炉、加圧器、蒸気発生器、１次冷却材ポンプ、１

次冷却材管等から構成されており、原子炉内で生じたウラン２３５等の核

分裂による熱エネルギーで１次冷却材を高温水とした上で、これを蒸気発
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生器に導き、蒸気発生器内において２次冷却材に熱を伝えて蒸気にする機

能を果たしている。なお、蒸気発生器内で温度が下がった１次冷却材は、

１次冷却材ポンプで再び原子炉に戻される。 

      (ア) 原子炉 

      原子炉は、原子炉容器、燃料集合体、制御材、１次冷却材等から構成

されており、核分裂連鎖反応を制御しながら安定的に持続させ、それに

より発生する熱エネルギーを取り出す設備である。原子炉容器内の燃料

集合体が存在する部分を炉心という。 

      原子炉において核分裂連鎖反応を安定的に持続させ制御するためには、

核分裂を起こす中性子の数を調整することが必要であり、制御材はこの

調整に用いられる。本件原発では、制御材として制御棒及びほう素を用

いている。 

      本件原発の通常運転時には、制御棒駆動装置により、制御棒を炉心か

らほぼ全部引き抜いた状態で保持しているが、緊急時には、自重で炉心

に落下することで、すみやかに原子炉を自動で停止できる仕組みとなっ

ている。 

    (イ) 加圧器 

      加圧器は、原子炉で高温（約３００℃）になった１次冷却材が沸騰し

ないよう高い圧力をかけ、かつ、１次冷却材の熱膨張及び収縮による圧

力変動を調整し、１次冷却材の圧力を一定に制御するための設備である。 

    (ウ) 蒸気発生器 

      蒸気発生器は、１次冷却材の熱エネルギーを２次冷却材に伝えるため

の熱交換器である。 

    (エ) １次冷却材ポンプ 

      １次冷却材ポンプは、１次冷却材を循環させるための設備であり、蒸

気発生器の１次冷却材出口側に設置される。 
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    (オ) １次冷却材管 

      １次冷却材管は、１次冷却材が通るステンレス鋼製配管である。 

   ウ ２次冷却設備 

     ２次冷却設備は、タービン、復水器、主給水ポンプ及びそれらを接続す

る配管（主蒸気管等）等から構成されている。２次冷却設備では、蒸気発

生器で蒸気となった２次冷却材をタービンに導き、蒸気の力でタービンを

回転させて発電する。また、タービンを回転させた蒸気を復水器において

海水で冷却して水に戻し、主給水ポンプ等で再び蒸気発生器に送っている。

復水器で蒸気から熱を伝えられた海水は、放水口から海に放出される。 

なお、２次冷却材は、放射性物質を含む１次冷却材とは隔離されている

ため、放射性物質を含んでいない。 

   エ 電気施設 

     電気施設については、常用電源設備として発電機及び外部電源を備える

とともに、常用電源を喪失した場合の非常用電源設備として、非常用ディ

ーゼル発電機を備えている。 

   オ 原子炉停止の際に原子炉内の熱を除去する設備 

     原子炉が停止し、核分裂連鎖反応が止まった後も、燃料集合体に内包さ

れる放射性物質の発熱は継続するため、原子炉停止後も冷却手段を確保す

る必要がある。 

原子炉停止作業開始後の冷却手段については、まず、原子炉を停止する

初期段階では主給水設備（主給水設備が機能喪失した場合等は補助給水設

備）により冷却する。そして、１次冷却材の圧力及び温度が所定のレベル

まで低下した段階で余熱除去設備による冷却に切り替えて原子炉内の残留

熱を除去する。 

    (ア) 主給水設備 

原子炉停止の際は、まず２次冷却設備の主給水ポンプ等で蒸気発生器
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への給水を継続することにより、蒸気発生器で１次冷却材の熱を２次冷

却材に伝えて原子炉内の熱（残留熱を含む）を除去する。なお、熱を伝

えられて蒸気となった２次冷却材は、復水器において海水に熱を伝えて

（海水で冷却されて）水に戻り、熱を伝えられた海水は、放水口から海

に放出される。 

(イ) 補助給水設備（電動補助給水ポンプ、タービン動補助給水ポンプ） 

主給水ポンプ等による給水機能が故障その他何らかの原因で失われた

場合等には、補助給水設備を用いて、復水タンク（補助給水設備用の貯

水槽）を水源として蒸気発生器への給水を維持する。このうち、タービ

ン動補助給水ポンプは、動力源として電力を必要とせず、２次冷却設備

である主蒸気管から分岐して取り出した蒸気の力で駆動する。１次冷却

材の熱を伝えられて蒸気になった２次冷却材は大気に直接放出して熱を

排出する。 

   カ 工学的安全施設 

     原子炉施設の故障や破損等による、炉心の著しい損傷及びそれに伴う多

量の放射性物質放出防止又は抑制のため、工学的安全施設が設置されてい

る。 

工学的安全施設には、非常用炉心冷却設備（ＥＣＣＳ、１次冷却材の喪

失等が発生した場合であっても、ほう酸水を原子炉容器内に注入して原子

炉を冷却することで、炉心の著しい損傷を防止する装置であり、蓄圧注入

系、高圧注入系及び低圧注入系で構成される。）、原子炉格納施設（１次冷

却設備を格納する原子炉格納容器と鉄筋コンクリート製の格納容器外周コ

ンクリート壁で構成される。）、原子炉格納容器スプレ設備（原子炉格納容

器内にほう酸水を噴霧して圧力上昇を抑えるとともに、原子炉格納容器内

の放射性ヨウ素を除去する。）等がある。これらの設備は、同時にその機能

を喪失しないよう、多重性、独立性を持たせ、互いに独立した２系統以上
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の設備で構成させる設計としている。 

   キ 使用済燃料ピット 

使用済燃料ピットとは、原子炉から取り出された使用済燃料を貯蔵する

設備である。使用済燃料ピットでは、使用済燃料の冷却のために使用済燃

料ピット水で満たされており、具体的には、使用済燃料の長さが約４ｍで

あるのに対して、使用済燃料ピットの水深は約１２ｍあり、使用済燃料の

上端から水面まで約８ｍの深さを確保している。 

 ３ 福島第一原子力発電所事故を契機とした新規制基準の制定 

  ⑴ 福島第一原子力発電所事故の概要 

    平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震により、原子炉が

運転中であった福島第一原子力発電所１号機から３号機において、地震動を

検知して直ちに全ての制御棒が挿入され、原子炉が正常に自動停止したもの

の、地震発生から約５０分後に津波が襲来したことにより、全ての電源が喪

失した結果、原子炉の冷却を継続できなくなったことで炉心の著しい損傷に

至り、さらに原子炉格納容器の破損や、炉心の損傷等により発生した水素の

爆発によって原子炉建屋の破損が生じ、放射性物質が大量に放出される事態

に陥った（以下「福島第一原子力発電所事故」という。）。 

  ⑵ 福島第一原子力発電所事故の原因 

    上記のような福島第一原子力発電所事故の経過を踏まえ、同事故に係る事

故調査委員会の報告書等においては、事故の直接的原因が、津波によって全

交流動力電源と直流電源とを喪失し、原子炉を安定的に冷却する機能が失わ

れたことであったことや、事故前の対策として、特に、津波想定、過酷事故

（シビアアクシデント）対策、複合防災対策に問題があったこと等の指摘が

なされた。 

  ⑶ 原子力規制行政の変化 

   ア 原子力規制委員会の設置 
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     平成２４年６月、原子力規制委員会設置法（以下「設置法」という。）が

成立して、原子力安全規制を担う新たな行政機関として原子力規制委員会

が発足し、また、同法附則１５条ないし１８条に基づき、核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）

の改正、施行が順次行われた。 

原子力規制委員会は、国家行政組織法３条２項に基づく、いわゆる３条

委員会であり（設置法２条）、従来の原子力安全委員会及び原子力安全・保

安院の事務のほか、文部科学省及び国土交通省の所掌する原子力安全の規

制等に関する事務を集約して、原子炉に関する規制をはじめ原子力利用に

おける安全の確保を図るために必要な施策の策定・実施を一元的につかさ

どり（同法４条）、その運営にあたっては、情報の公開を徹底する（同法２

５条）こととされた。 

   イ バックフィット制度の導入 

     原子炉設置許可に係る規制基準が変更された場合等において、発電用原

子炉施設の位置、構造又は設備が、原子炉等規制法４３条の３の６第１項

４号の設置許可基準に適合しないと認められるとき、原子力規制委員会は、

その発電用原子炉設置者に対して、当該発電用原子炉施設を設置許可基準

に適合させるべく必要な措置を講じるよう命じることができるとの定め

（バックフィット制度）が置かれた（同法４３条の３の２３）。 

バックフィット制度の導入により、原子力規制委員会は、既に許可を与

えた発電用原子炉施設について、最新の科学的、専門技術的知見を踏まえ

た新たな基準を定めた場合には、当該施設を当該基準に適合させるよう命

じることができるようになった。 

  ⑷ 新規制基準 

   ア 新規制基準の制定経緯（乙２８） 

     新規制基準とは、平成２５年７月８日及び同年１２月１８日施行の改正
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原子炉等規制法に基づき、原子力規制委員会規則、告示及び内規等が制定

又は改定され、その後も必要に応じ、内規等が制定されているところ、そ

れらの内規等を総称するものをいう（「新規制基準」という用語は、法令上

の用語ではなく、行政実務上の通称である。）。 

     設置法に基づき原子力規制委員会が設置されるとともに、同法附則１５

条ないし１８条に基づき原子炉等規制法の改正及び施行が順次行われ、発

電用原子炉施設等に関する規制基準の見直しが進められることとなった。

原子力規制委員会は、その発足後に新たな規制基準の制定作業に着手し、

同委員会の下に「発電用軽水型原子炉の新規制基準に関する検討チーム」、

「発電用原子炉施設の新安全規制の制度整備に関する検討チーム」及び「発

電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる規制基準に関する検討チーム」

を設置して検討を進めた。 

     原子力規制委員会は、各チームの検討結果を踏まえ、新規制基準の骨子

案を作成し、次いで、基準案を取りまとめた。骨子案及び基準案の各段階

においては、行政手続法３９条１項に基づく意見公募手続（パブリックコ

メント）を行い、これらの意見公募手続で寄せられた意見を検討し、必要

な見直しを行った上で、平成２５年６月に新規制基準が制定された。 

   イ 従来の規制からの変更点 

     新規制基準では、共通要因故障の原因となる事象を、福島第一原子力発

電所事故の原因となった津波に限らず、むしろ幅広く捉えて、かつその考

慮を手厚くし、炉心の著しい損傷を確実に防止して、発電用原子炉施設の

安全確保をより確実なものとするべく、地震、津波、火山活動、竜巻及び

森林火災等の自然現象の想定や、電源喪失、発電所内部での火災、溢水等

に対する考慮をより厳格に求めるに至った。 

地震に関していえば、新規制基準施行前の発電用原子炉施設に関する耐

震設計審査指針（以下「耐震設計審査指針」という。）に定められていた、
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基準地震動の策定方法の基本的な枠組みや、耐震設計上の重要度分類に応

じた耐震性の要求は概ね維持しつつ、新規制基準における「実用発電用原

子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に会する規則（以下「設

置許可基準規則」という。）では、①基準地震動の策定過程で考慮される地

震動の大きさに影響を与えるパラメータについてのより詳細な検討や、②

津波防護施設等を耐震設計上の重要度分類のＳクラスと分類することが求

められることとなった。 

 ４ 地震に関する規制基準の概要等 

  ⑴ 耐震設計審査指針の改訂 

    平成１８年改訂後の耐震設計審査指針（乙５５）では、従来、「基準地震動

Ｓ１」と「基準地震動Ｓ２」の２種類の基準地震動を策定することとなって

いたものが「基準地震動Ｓｓ」に一本化され、基準地震動の策定にあたって

震源として考慮する活断層を評価する際の評価対象年代が拡張されるととも

に、基準地震動の策定方法も高度化された。 

  ⑵ 新規制基準の定め（乙３３） 

基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び「震源を

特定せず策定する地震動」について、解放基盤表面（基準地震動を策定する

ために、基盤面上の表層及び構造物がないものとして仮想的に設定する自由

表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当な拡がりを持って想定

される基盤の表面をいい、基盤とは、おおむねせん断波速度がＶｓ＝７００

ｍ／ｓ以上の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものをいう。）に

おける水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定する（設置許可基

準規則の解釈・別記２（以下、設置許可基準規則の解釈の別記については、

「解釈別記２」の例で表記する。）第４条５項１号）。 

ア 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」 

    (ア) 解釈別記２の定め 
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「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内陸地殻内地震、

プレート間地震及び海洋プレート内地震について、敷地に大きな影響を

与えると予想される地震（以下「検討用地震」という。）を複数選定し、

選定した検討用地震ごとに、不確かさを考慮して応答スペクトルに基づ

く地震動評価及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基

盤表面までの地震波の伝播特性を反映して策定する。なお、「内陸地殻内

地震」とは、陸のプレートの上部地殻地震発生層に生ずる地震をいい、

海岸のやや沖合で起こるものを含む。「プレート間地震」とは、相接する

二つのプレートの境界面で発生する地震をいう。「海洋プレート内地震」

とは、沈み込む（沈み込んだ）海洋プレート内部で発生する地震をいい、

海溝軸付近又はそのやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地

震」と、海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート内の

地震」の２種類に分けられる。（解釈別記２第４条５項２号） 

     ① 内陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震について、

活断層の性質や地震発生状況を精査し、中・小・微小地震の分布、応

力場及び地震発生様式（プレートの形状・運動・相互作用を含む。）に

関する既往の研究成果等を総合的に検討し、検討用地震を複数選定す

ること（同号①）。 

     ② 内陸地殻内地震に関しては、次に示す事項を考慮すること（同号②）。 

      Ⅰ 震源として考慮する活断層の評価に当たっては、調査地域の地形

及び地質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調

査、地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に組み合わ

せた調査を実施した上で、その結果を総合的に評価し活断層の位置、

形状、活動性等を明らかにすること（同号②ⅰ）。 

      Ⅱ 震源モデルの形状及び震源特性パラメータ等の評価に当たっては、

孤立した短い活断層の扱いに留意するとともに、複数の活断層の連



13 

動を考慮すること（同号②ⅱ）。 

③ （略） 

④ 検討用地震ごとに、以下の応答スペクトルに基づく地震動評価及び

断層モデルを用いた手法による地震動評価を実施して策定すること。

なお、地震動評価に当たっては、敷地における地震観測記録を踏まえ

て、地震発生様式及び地震波の伝播経路等に応じた諸特性（その地域

における特性を含む。）を十分に考慮すること（同号④）。 

      Ⅰ 応答スペクトルに基づく地震動評価は、検討用地震ごとに、適切

な手法を用いて応答スペクトルを評価のうえ、それらを基に設計用

応答スペクトルを設定し、これに対して、地震の規模及び震源距離

等に基づき地震動の継続時間及び振幅包絡線の経時的変化等の地

震動特性を適切に考慮して地震動評価を行うこと（同号④ⅰ）。 

      Ⅱ 断層モデルを用いた手法に基づく地震動評価は、検討用地震ごと

に、適切な手法を用いて震源特性パラメータを設定し、地震動評価

を行うこと（同号④ⅱ）。 

⑤ 前記④の基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさ（震源断層の

長さ、地震発生層の上端深さ・下端深さ、断層傾斜角、アスペリティ

の位置・大きさ、応力降下量、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれ

らに係る考え方及び解釈の違いによる不確かさ）については、敷地に

おける地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメ

ータについて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせるな

ど適切な手法を用いて考慮すること（同号⑤）。 

⑥ 内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、「震源が敷地に

極めて近い場合」は、地表に変位を伴う断層全体を考慮した上で、震

源モデルの形状及び位置の妥当性、敷地及びそこに設置する施設との

位置関係、並びに震源特性パラメータの設定の妥当性について詳細に
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検討するとともに、これらの検討結果を踏まえた評価手法の適用性に

留意の上、前記⑤の各種の不確かさが地震動評価に与える影響をより

詳細に評価し、震源の極近傍での地震動の特徴に係る最新の科学的・

技術的知見を踏まえた上で、さらに十分な余裕を考慮して基準地震動

を策定すること（同号⑥。以下「本件特別考慮規定」という。）。 

⑦ 検討用地震の選定や基準地震動の策定に当たって行う調査や評価は、

最新の科学的・技術的知見を踏まえること。また、既往の資料等につ

いて、それらの充足度及び精度に対する十分な考慮を行い、参照する

こと。なお、既往の資料と異なる見解を採用した場合及び既往の評価

と異なる結果を得た場合には、その根拠を明示すること（同号⑦）。 

    (イ) 基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド（乙３６、以下「地震

ガイド」という。令和４年６月改正前のもの。以下同様。）の定め  

      前記(ア)を受けて、地震ガイドは、基準地震動として、以下のとおり定

めている。 

     ① 検討用地震の選定―震源特性パラメータの設定（3.2.3） 

       震源モデルの長さ又は面積、あるいは１回の活動による変位量と地

震規模を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には、経

験式の適用範囲が十分に検討されていることを確認する。その際、経

験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから、経験式

が有するばらつきも考慮されている必要がある（以下、同項全体を「本

件ばらつき条項」という。）。 

     ② 地震動評価―応答スペクトルに基づく地震動評価（3.3.1） 

       検討用地震ごとに適切な手法を用いて応答スペクトルが評価され、

それらを基に設定された応答スペクトルに対して、地震動の継続時間、

振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性が適切に設定され、地震動評

価が行われていることを確認する。 
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     ③ 地震動評価―不確かさの考慮（3.3.3） 

      Ⅰ 応答スペクトルに基づく地震動の評価過程に伴う不確かさについ

て、適切な手法を用いて考慮されていることを確認する。地震動評

価においては、用いる距離減衰式の特徴や適用性、地盤特性が考慮

されている必要がある。 

      Ⅱ 断層モデルを用いた手法による地震動の評価過程に伴う不確かさ

について、適切な手法を用いて考慮されていることを確認する。併

せて、震源特性パラメータの不確かさについて、その設定の考え方

が明確にされていることを確認する。 

       ⅰ 支配的な震源特性パラメータ等の分析 

         震源モデルの不確かさ（震源断層の長さ、地震発生層の上端深

さ・下端深さ、断層傾斜角、アスペリティの位置・大きさ、応力

降下量、破壊開始点等の不確かさ、並びにそれらに係る考え方、

解釈の違いによる不確かさ）を考慮する場合には、敷地における

地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメー

タについて分析し、その結果を地震動評価に反映させることが必

要である。特に、アスペリティの位置・応力降下量や破壊開始点

の設定等が重要であり、震源モデルの不確かさとして適切に評価

されていることを確認する。 

       ⅱ 必要に応じた不確かさの組合せによる適切な考慮 

         地震動の評価過程に伴う不確かさについては、必要に応じて不

確かさを組み合せるなど適切な手法を用いて考慮されていること

を確認する。 

         地震動評価においては、震源特性（震源モデル）、伝播特性（地

殻・上部マントル構造）、サイト特性（深部・浅部地下構造）にお

ける各種の不確かさが含まれるため、これらの不確実さ要因を偶
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然的不確実さと認識論的不確実さに分類して、分析が適切になさ

れていることを確認する。 

    (ウ) 地震ガイドの改正 

地震ガイドは令和４年６月８日に改正されているところ（乙８０）、

本件ばらつき条項の記載はこの改正で見直されている。 

① 審査の方針（3.1） 

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の策定に係る審査は、

以下の方針で行う。 

Ⅰ 略 

Ⅱ 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の策定において経

験式が用いられている場合には、経験式の適用条件、適用範囲につ

いて確認した上で、当該経験式が適切に選定されていることを確認

する。 

Ⅲ 略 

〔解説〕 

Ⅰ 地震動評価において、経験式として距離減衰式を参照する場合に

は、震源断層の拡がりや不均質性、断層破壊の伝播や震源メカニズ

ム等の影響が考慮された上で、当該距離減衰式に応じた適切なパラ

メータが設定されていることに留意する必要がある。 

Ⅱ 複雑な自然現象の観測データにばらつきが存在するのは当然であ

り、経験式とは、観測データに基づいて複数の物理量等の相関を式

として表現するものである。したがって、評価時点で適用実績が十

分でなく、かつ、広く一般に使われているものではない経験式が選

定されている場合には、その適用条件、適用範囲のほか、当該経験

式の元となった観測データの特性、考え方等に留意する必要がある。 

     ② 不確かさの考慮に関する記載の明確化 
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地震ガイドにおいて、「不確かさについては、敷地における地震動評

価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパラメータについて分

析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせる」としていたもの

は削除され、「基準地震動が、地震動評価に大きな影響を与えると考え

られる不確かさを考慮して適切に策定されていることを、地震学及び

地震工学的見地に基づく総合的な観点から判断する」と改正された。 

   イ 「震源を特定せず策定する地震動」 

「震源を特定せず策定する地震動」は、震源と活断層を関連づけること

が困難な過去の内陸地殻内の地震について得られた震源近傍における観測

記録を収集し、これらを基に、各種の不確かさを考慮して敷地の地盤物性

に応じた応答スペクトルを設定して策定すること。なお、震源を特定せず

策定する地震動については、次に示す方針により策定すること（解釈別記

２第４条５項３号）。 

(ア) 解放基盤表面までの地震波の伝播特性を必要に応じて応答スペクト

ルの設定に反映するとともに、設定された応答スペクトルに対して、地

震動の継続時間及び振幅包絡線の経時的変化等の地震動特性を適切に

考慮すること（同号①）。 

(イ) 「震源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動の妥

当性については、申請時における最新の科学的・技術的知見を踏まえて

個別に確認すること。その際には、地表に明瞭な痕跡を示さない震源断

層に起因する震源近傍の地震動について、確率論的な評価等、各種の不

確かさを考慮した評価を参考とすること（同号②）。 

 ５ 高経年化対策制度及び運転期間延長認可制度 

  ⑴ 高経年化対策制度 

    発電用原子炉の設置者は、発電用原子炉施設の保全について、原子力規制

委員会規則で定めるところにより、保安のために必要な措置を講じることが
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要求されている（原子炉等規制法４３条の３の２２第１項１号）。 

上記措置のうち、高経年化対策については、①運転を開始した日以後３０

年を経過していない発電用原子炉に係る発電用原子炉施設について、３０年

を経過する日までに原子力規制委員会が定める発電用原子炉施設の安全を確

保する上で重要な機器及び構造物並びに実用発電用原子炉の設置、運転等に

関する規則（以下「実用炉規則」という。）８２条１項各号に掲げられた機器

及び構造物の経年劣化に関する技術的な評価（以下「高経年化技術評価」と

いう。）を行い、この評価の結果に基づき、１０年間に実施すべき施設管理に

関する方針（以下「長期施設管理方針」という。）を策定することが要求され

ている（実用炉規則８２条１項）。また、②運転を開始した日以後３０年を経

過した発電用原子炉施設（後述する運転期間延長認可を受けたものが対象と

なる）について、運転を開始した日以後４０年を経過する日までに高経年化

技術評価を行い、この評価の結果に基づき、認可を受けた延長する期間が満

了する日までの期間において実施すべき長期施設管理方針を策定することが

要求されており（実用炉規則８２条２項）、③運転を開始した日以後４０年を

経過した発電用原子炉施設（後述する運転期間延長認可を受けた延長する期

間が１０年を超えるものが対象となる）については、運転を開始した日以後

５０年を経過する日までに高経年化技術評価を行い、この評価結果に基づき、

認可を受けた延長する期間が満了する日までの期間において実施すべき長期

施設管理方針を策定することが要求されている（実用炉規則８２条３項）。 

  ⑵ 運転期間延長認可制度 

    原子炉等規制法は、発電用原子炉設置者がその設置した発電用原子炉を運

転することができる期間を、当該原子炉の設置の工事について最初に同法４

３条の３の１１第３項の使用前事業者検査について原子力規制委員会の確認

を受けた日から起算して４０年とした上で（同法４３条の３の３２第１項）、

当該運転の期間は、その満了に際し、原子力規制委員会の認可を受けて、１
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回に限り２０年を超えない期間で延長することができると規定している（同

法４３条の３の３２第２項、第３項、同法施行令２０条の６）。 

運転期間延長認可を受けようとする者は、同法４３条の３の３２第１項に

定める期間（発電用原子炉の設置の工事について最初に使用前事業者検査に

ついて確認を受けた日から起算して４０年）の満了１年前までに所定の申請

書を原子力規制委員会に提出しなければならず、当該申請書には、①申請に

至るまでの間の運転に伴い生じた原子炉その他の設備の劣化の状況の把握の

ための点検（特別点検）の結果を記載した書類、②延長しようとする期間に

おける運転に伴い生ずる原子炉その他の設備の劣化の状況に関する技術的な

評価（劣化状況評価）の結果を記載した書類、及び③延長しようとする期間

における原子炉その他の設備に係る施設管理方針を記載した書類を添付しな

ければならない（同法４３条の３の３２第４項、実用炉規則１１３条１項、

２項）。 

第４ 争点 

 １ 債権者らの申立てが、濫用的な申立てとして不適法か否か（争点１） 

 ２ 被保全権利の有無 

  ⑴ 債権者Ｘ２の人格権侵害が生じる蓋然性（争点２） 

  ⑵ 原子力規制委員会の問題（争点３） 

  ⑶ 地震等によって重大事故が発生する危険性 

   ア 基準地震動の不合理性（争点４） 

    (ア) 基準地震動が低水準であること（争点４－１） 

    (イ) ばらつき条項の不遵守（争点４－２） 

   イ 基準地震動以下の地震によって重大事故が発生する危険性（争点５） 

    (ア) 老朽化に伴う問題（争点５－１） 

    (イ) 主給水ポンプ破損時の危険（争点５－２） 

  ⑷ 使用済み核燃料の危険性（争点６） 
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⑸ 本件原発におけるテロリズム対策の合理性（争点７） 

  ⑹ 避難計画等（争点８） 

   ア 避難計画の不備による人格権侵害の具体的危険性（争点８－１） 

イ 避難計画の不備の有無（争点８－２） 

 ３ 保全の必要性（争点９） 

第５ 争点に関する当事者の主張 

 １ 債権者らの申立てが、濫用的な申立てとして不適法か否か（争点１） 

  （債務者の主張） 

   債権者らは、非常に短期間に、対象となる発電所は異なるものの、複数の裁

判所に対して、同様の請求（申立て）の趣旨をもって訴訟及び仮処分を提起し

ており、いわばフォーラム・ショッピングのように、債権者らが自己に有利な

判決が出される見込みのある裁判所に対し、探索的に訴訟の提起や仮処分の申

し立てを行っているものである。このような訴訟の提起や仮処分の申し立ては、

債務者の応訴の負担や訴訟経済の観点から許されるべきものではない。 

  （債権者らの主張） 

   債権者らが、以前に他原発の差止を求める裁判を提起していたとしても、そ

れは本件申立てを濫用的な申立てとする理由とはならない。本件申立ては、原

子力発電所という、過酷事故を起こした場合には甚大かつ広範囲かつ長期の被

害をもたらす施設の運用が安全と言えるか否かを判断するものであり、応訴の

負担や訴訟経済といった利益のために、かかる安全性の判断をせずに申立てを

却下することは許されない。 

 ２ 債権者Ｘ２の人格権侵害が生じる蓋然性（争点２） 

  （債権者Ｘ２の主張） 

   債権者Ｘ２は、さいたま市に居住しているものの、チェルノブイリ（チョル

ノービリ）原発事故の際には１０００ｋｍ離れたスウェーデンにおいてすら、

環境基準を超える高い放射線量を記録した地域があったことを考えると、本件
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原発が重大事故を起こしたときに人格権侵害が生じる蓋然性は極めて高い。 

  （債務者の主張） 

   債権者Ｘ２については、本件原発において事故が起こった場合に、生命、身

体等に直接的かつ重大な被害を受けるとは想定されない。 

 ３ 原子力規制委員会の問題（争点３） 

  （債権者らの主張） 

   福島第一原子力発電所事故において、原子力発電所関係者は、非常用復水器

（イソコン）が正常に働けば、ジェット機並みの轟音を発するという単純な事

実さえしらず、危険な原発を運転するという職務を遂行する知識がなかったた

めに、同事故を拡大させ、社会に甚大な被害を与えた。 

   そうすると、原子力規制委員会は高度な知識を持った集団ではなく、同委員

に専門的知識等を求める設置法に違反している。 

  （債務者の主張） 

   否認ないし争う。 

 ４ 基準地震動が低水準であること（争点４－１） 

  （債権者らの主張） 

   本件原発における基準地震動の最大加速度は７００ガルであるところ、それ

を超える地震動が全国各地で数多く発生していることからすれば、地震観測記

録において低水準のものといえる。 

債務者は、本件原発の敷地において、低水準の地震動しか到来しないと主張

するなら、ましてや、マグニチュード８にも及ぶ巨大地震が起きたとしても７

００ガルを超える地震動は到来しないというのなら、それを裏付ける地域性、

地盤特性は債務者において主張、立証する必要がある。 

   債務者は、債権者らの主張に応えることができておらず、本件原発の地震動

想定は合理性を欠くものであり、それ故に本件原発は基準地震動を上回る地震

動によって過酷事故を起こす具体的危険があることが推認される。 
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  （債務者の主張） 

   基準地震動とは原子力発電所の耐震安全性を確保又は確認するための基準と

なる地震動であり、加速度時刻歴波形で表現されるような、様々な周期の揺れ

が複合された地震動全体が時間的にどのように変化するかということを表す

概念である。そのため、地震動評価の合理性を論ずる場合に、基準地震動の最

大加速度の値のみを単純に比較するのは誤りであり、揺れが時間とともにどう

変化するか（経時特性）、対象となる設備の固有周期に対応する揺れがどのよう

なものであるか（周期特性）といった最大加速度以外の特性も考慮しなければ

ならない。 

   最大加速度の値だけで地震動評価の合理性を論じているという問題点を措い

たとしても、債権者らが、他の地域における地震観測記録の最大加速度と本件

原発における基準地震動の最大加速度７００ガルという値を単純に比較して

本件原発の基準地震動を論難している点については、地震動の地域的な特性を

踏まえないものであり、不合理である。債務者は、本件原発の基準地震動策定

にあたり、地域特性について考慮しており、その評価は原子力規制委員会によ

る審査においても妥当と判断されている。 

５ ばらつき条項の不遵守（争点４－２） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 本件ばらつき条項 

   ア 地震ガイドは、本件ばらつき条項として、「震源モデルの長さ又は面積、

あるいは１回の活動による変位量と地震規模を関連づける経験式を用いて

地震規模を設定する場合には、経験式の適用範囲が十分に検討されている

ことを確認する（以下「第１文」という。）。その際、経験式は平均値とし

ての地震規模を与えるものであることから、経験式が有するばらつきも考

慮されている必要がある。（以下「第２文」という。）」と定めた。 

     本件ばらつき条項の第２文の定めは、基準地震動の策定過程に伴う各種
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の不確かさについては、敷地における地震動評価に大きな影響を与えると

考えられる支配的なパラメータについて分析した上で、必要に応じて不確

かさを組み合わせるなど適切な手法を用いて考慮することとされているこ

とを具体化したものであると解される。このような本件ばらつき条項の第

２文の趣旨に照らすと、基準地震動の策定に当たっては、経験式が有する

ばらつきを検証して、経験式によって算出される平均値に何らかの上乗せ

をする必要があるか否かを検討すべきものであるといえる。 

   イ 地震ガイドは、改正され、本件ばらつき条項の第２文が削除されたもの

の、原子力規制委員会は、本件改正の趣旨について、「審査実績等を踏まえ

た表現の改善等を行うものであり、規制要求や審査の緩和を行うものでは

ありません。」と説明している。したがって、本件改正にもかかわらず、地

震ガイドの実質的な内容は従前のままであり、本件ばらつき条項の第２文

のような考慮が求められている。 

  ⑵ 基準地震動策定に当たって用いられた経験式 

   ア 本件原発の基準地震動（震源を特定して策定する地震動）を策定するに

当たり、債務者は、応答スペクトルに基づく地震動評価においては、地震

の規模（マグニチュード）を算出するために松田式を、断層モデルを用い

た手法による地震動評価では、地震の規模（地震モーメント）を算出する

ために、入倉・三宅式を用いている。 

     松田式については、いかなる資料を用いて、いかなる手法で導き出され

た数式かが不明であり、「地震断層の長さと地震規模との関係は大体このよ

うなものではないか」との松田教授の感覚に基づいて導き出されたもので

あり、数理的な根拠を有しないから、松田式を用いることに正当性は見出

しがたい。 

   イ 松田式や入倉・三宅式が活断層の状況に応じた地震規模の平均値をほぼ

正確に示すものであったと仮定しても、それは「活断層の大きさ」と「そ



24 

こで起きる地震の大きさ」の相関を示す式であり、現実に発生する地震は、

相関式の直線上に収まるものではありえず、ばらつきが発生することは避

けられない。そのため、基準地震動策定の場面においては、基準地震動に

は対数標準偏差２つ程度の余裕を持たせる補正を加えなければならず、そ

のまま基準地震動を策定するのに使用することはできない。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 本件ばらつき条項 

   ア 本件ばらつき条項の第１文は、経験式の適用範囲について十分な検討を

求めるものであり、同第２文は経験式を用いて地震規模を設定する場合の

当該経験式の適用範囲を確認する際の留意点として、経験式は平均値とし

ての地震規模を与えるものであることから、当該経験式の適用範囲を単に

確認するのみではなく、より慎重に、当該経験式の前提とされた観測デー

タとの間の乖離の度合いまでを踏まえる必要があることを意味しているも

のである。 

本件ばらつき条項の第２文の「経験式が有するばらつき」とは、当該経

験式とその前提とされた観測データとの間の乖離の度合いのことである。

同第２文は、確認的に、当該経験式の適用範囲を確認する際の留意点を記

載したものであって、地震規模の上乗せを求める趣旨ではない。 

   イ また、地震ガイドは令和４年６月８日に改正されているところ、本件ば

らつき条項の記載はこの改正で見直され、第２文は削除されているところ、

その経緯は、従来からの趣旨をより明確に記述するためのものであり、審

査の内容を変更するものではない。 

  ⑵ 基準地震動策定に当たって用いられた経験式 

   松田式や入倉・三宅式等の経験式は、地震という複雑な自然現象のデータ

に基づいて複数の物理量等の相関関係を式として表現するものであり、過去

に発生した地震ないし地震動のデータの集まり（データセット）をもとに、
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経験的に導き出されたものである。経験式から算出される値からの偏差は、

観測値としてみると「ばらつき」であり、他方、基準地震動の策定過程にお

いて経験式を用いてパラメータ設定をする際に検討すべきものと考えれば

「不確かさ」であるということができる。 

   基準地震動策定の実務においては、「ばらつき」は「不確かさ」を考慮する

ことによって解決するという関係にあるものと理解されている。原子力規制

委員会も、経験式に対するデータが「ばらつき」を有することを前提に、新

規制基準においては、支配的なパラメータの「不確かさ」を考慮することで

保守的な地震動評価を行うべきものとしている。 

    入倉・三宅式を用いて地震規模を評価する際には、こうした「不確かさ」

を踏まえて、断層長さ、上端・下端深さ、断層傾斜角を保守的に大きく評価

することにより、保守的に大きな地震モーメント（Ｍｏ）の値を得ることで、

保守的な地震動評価を行うことができる。 

震源断層面積（Ｓ）の値の「不確かさ」はＳとＭｏの関係を示す観測デー

タの「ばらつき」をもたらす一要因であるところ、Ｓの値で「不確かさ」を

考慮して大きな値を設定した場合に、その「不確かさ」を反映して算出した

Ｍｏの値に対して、更に「ばらつき」の考慮としてＭｏの値を上乗せするこ

とは、少なくともＳの「不確かさ」について二重に考慮することになるとい

う意味で過剰な上乗せとなる。 

⑶ 以上のことから、「不確かさ」の考慮とは別に、経験式に対するデータの「ば

らつき」の考慮として、経験式で得られた地震規模の上乗せをするべきとの

債権者らの主張は、地震学、地震工学等の科学的・専門技術的知見に照らし

て不合理であり、理由がない。 

 ６ 老朽化に伴う問題（争点５－１） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 原発は多種多様な機器、構造物が複雑に構成されたものであり、また、各
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原発は、個別性が大きく（プラント毎に設計が異なる）、自動車や鉄道などの

同一構造の大量生産される技術とは根本的に異なり統計的な劣化管理に向か

ない。これに加えて、これまで４０年を超えるような長期運転の実績はほと

んどないことから、老朽化した原発にどのような技術的問題が発生するのか、

劣化対策としてどのような問題が発生するのかについての蓄積はなく、予測

も困難な技術である。 

原発における劣化管理には本質的な問題があることから、新規制基準にお

いて経年劣化事象を抽出することには限界があり、現時点で高経年化対策と

して十分であるということは到底いえない。 

⑵ 高浜発電所４号機においては、令和５年１月３０日において、原子炉が自

動停止したトラブルが発生しており、トラブルの原因となった制御棒のケー

ブルが４０年近く施工時の状態で使われ続けていたものであり、経年劣化の

影響が強くうかがえるものである。 

  そして、施工時に予想していない問題が時間の経過により起こることは、

未然に防げないものといえ、高浜発電所４号機（３号機も同様）が重大事故

を引き起こすリスクは極めて高い。 

  さらに、運転開始後既に４０年を超えている高浜発電所１、２号機にあっ

ては、より経年劣化は進んでいるのであるから、そのトラブルや事故の可能

性は非常に大きいものと言え、一刻も早く運転が停止されるべきである。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 本件原発の長期間の運転に関する対策（高経年化対策）として、債務者は、

設備や機器等の使用年数の経過に伴う劣化状況を確認、評価し、保全活動を

適切に行っている。 

  ⑵ 高浜発電所４号機の原子炉自動停止事象に関しては、その原因が高経年化

技術評価上の経年劣化事象に該当するものではない。 

    債務者は、自身が運転する原子力発電所を含め、国内外の原子力発電所に
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おける運転経験や最新の知見をもとに、施工時は想定していなかったような

事象についても、本件原発の安全確保対策に必要に応じて盛り込むなどして、

日々安全性を確保・向上する取り組みを進めているのであるから、施工時に

想定外である事象は全く未然に防げないかのように述べる債権者らの主張は

誤りである。 

 ７ 主給水ポンプ破損時の危険（争点５－２） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 原発の稼働については法律によって原則４０年間に限られており、その延

長は例外として位置づけられている。 

    原発の稼働期間４０年を経過した後においては「基準地震動以下の地震に

よって主給水ポンプが破損又は故障した場合においても炉心損傷前に冷却に

至ることが確実にできるから、基準地震動に満たない地震動に対しては原発

の安全性が確保されている」という信頼を維持することはできない。 

  ⑵ 主給水ポンプ破損時の危険 

    主給水ポンプの耐震性はＳクラスとされていないため、基準地震動に満た

ない地震動によって損壊又は故障する可能性がある。そして、その場合には

複数の工程を踏まなければ冷却に成功しない。その間の手順の一つを失敗し

ただけで緊急事態に陥ることになるが、余震が予想される状況下において従

業員は強い精神的緊張を伴う作業を強いられることになる。加圧水型の原子

炉はこのような基本的な弱点を抱えているのであり、そのような事態が基準

地震動を下回る地震によってさえ生じる。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 原子力発電所全体の安全性を確保するためには、重要度に応じて要求の程

度を変化させる方法（グレーディッドアプローチ）が有効であり、かかる安

全規制の方法は、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の国際基準や米国の安全規制

等、多くの国で広く採用されている。我が国の原子力規制においてもこの考
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え方は採用されており、①設計基準対象施設を耐震重要度分類により分類し

（設置許可基準規則解釈別記２第４条２項）、②耐震重要施設（耐震重要度分

類Ｓクラスに属する。設置許可基準規則解釈別記１第３条１項）は、基準地

震動による地震力に対して機能喪失しないこと（設置許可基準規則第４条３

項）等を求めている。 

  ⑵ 債務者は、炉心の著しい損傷に至る可能性のある事故シーケンスを想定し、

各事故シーケンスに対する炉心損傷防止対策を検討し、解析によりその有効

性を確認している。そして、かかる債務者の有効性評価については、原子炉

設置変更許可に係る審査において原子力規制委員会によって新規制基準への

適合性が確認されている。 

 ８ 使用済み核燃料の危険性（争点６） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 震災等の事態においては、使用済み核燃料プールの冠水状態が維持できな

くなる事態が、高い蓋然性をもって生じ得る。 

  ⑵ 使用済み核燃料も原子炉格納容器の中の炉心部分と同様に外部からの不測

の事態に対して堅固な施設によって防御を固められる必要があるところ、本

件原発における使用済み核燃料は、未だに堅固な施設によって防御を固めら

れておらず、震災等の不測の事態においては放射性物質が外部に漏出する具

体的危険性がある。 

 （債務者の主張）  

   使用済燃料の貯蔵施設は、新規制基準上、設計基準対象施設及び重大事故等

対処施設に該当し、耐震重要度分類に応じた耐震安全性の確保が求められてい

る。また、上記のような使用済燃料の特徴に鑑み、新規制基準では、使用済燃

料の臨界を防止する設計であること、使用済燃料からの放射線を遮蔽する設計

であること、及び使用済燃料の損傷を防止するために崩壊熱を除去する設計で

あることが求められている。 
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   この点、新規制基準では、使用済燃料の貯蔵施設について、原子炉容器や原

子炉格納容器のような耐圧性を有する堅固な容器により使用済燃料を閉じ込

めることまでは要求されていない。 

 ９ 本件原発におけるテロリズム対策の合理性（争点７） 

  （債権者らの主張） 

   原子炉等規制法は、テロリズムその他の犯罪行為の発生も想定した必要な規

制を行うものであり、原子炉設置（変更）許可の基準の一部として、テロリズ

ム対策等に関する基準を設けているほか、保安や核燃料物質に対する所定の防

護措置を講じることを義務付けている。 

   しかしながら、原子炉建屋に航空機が突入するなどした場合、原子炉容器が

破壊されなくとも原子炉容器の周りの配管は破壊される。そうすると、原子炉

をコントロールできる手段はなくなり、その場合には、特定重大事故等対処施

設を使って事故を収束できるレベルのものではなく、本件原発がテロに対して

安全であるということはできない。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 我が国の法制上、ミサイル等による他国からの武力攻撃に対しては、「武力

攻撃事態等及び存立危機事態における我が国の平和と独立並びに国及び国民

の安全の確保に関する法律」（以下「事態対処法」という）及び「武力攻撃事

態等における国民の保護のための措置に関する法律」（以下「国民保護法」と

いう）並びにこれらの関係法令に従って、国が主導的役割を担いつつ、関係

機関と相互に連携協力して対処するものとされ、原子力発電事業者は、この

ような関係法令の枠組みの下で、具体的な状況に応じて、原子炉の停止その

他の措置を適切に講じることが予定されている。 

  ⑵ 現時点において、我が国、とりわけ本件原発が他国による武力攻撃を受け

る蓋然性はないのであるから、他国による武力攻撃を受けることによって、

債権者らの人格権が侵害される具体的危険は存在しない。 
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    また、債務者は、債権者らが主張する不測の事態を想定してもなお、本件

原発の安全性を確保しているし、仮に債務者が独自にミサイル攻撃等に対す

る具体的な対策を採っていなかったとしても、そのことのみをもって本件原

発に違法な人格権侵害の危険性があるということはできない。 

 １０ 避難計画の不備による人格権侵害の具体的危険性（争点８－１） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 原発事故被害が、我が国そのものの崩壊にもつながりかねないほどの甚大

性を有しており、また、原子力科学技術の特性として安全確保が困難である

ということに加えて、万全の対策を講じたとしてもそれを上回る事象が発生

する可能性が否定できないことから、万全の対策を幾重にも重ねることによ

ってその可能性を更に低減しようという趣旨から、国内法令で深層防護の考

え方が採用されている。 

    「深層防護」の下では、ある防護レベルの安全対策を講ずるにあたって、

前の防護レベルがしっかりしているはずだから多少手を抜いてもよい（前段

否定の不徹底）とか、後の防護レベルが控えているからその対策が破られて

もよい（後段否定の不徹底）という考え方は許されない。 

各防護レベルの安全確保対策について前段否定及び後段否定の論理の徹底

が不十分であって各防護レベルが独立して有効に機能するうえで不備がある

場合には、原発の再稼働に内在する危険性が十分に除去できたとはいえず、

高度の安全が確保されたといえないから、人格権侵害の具体的危険の存在も

肯定されなければならない。 

  ⑵ 避難計画の策定は、ＩＡＥＡの安全基準である「原子力発電所の安全：設

計」（ＳＳＲ－２／１（Ｒｅｖ．１））では、「放射性物質が大量に放出され

た場合における放射線影響の緩和」（第５の防護レベル）に係る安全確保対

策に位置付けられる。 
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  ⑶ 深層防護の第１から第５の防護レベルのいずれか一つが欠落し又は不十分

な場合には、原発が安全であるとはいえず、人格権侵害の具体的危険がある。

これを避難計画についてみると、第５の防護レベルである避難計画に欠落又

は不十分な場合には、原発が安全であるとはいえず、人格権侵害の具体的危

険がある。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 深層防護の考え方の基礎となる「前段否定・後段否定」の概念は、異常や

事故の発生・拡大を防止し、その影響を低減するため多段的な安全確保対策

を立案・計画するに当たって、各防護レベルにおける対策をそれぞれ充実し

た十分な内容とするために、あえて、各々を独立した対策として捉え、前段

階の対策は奏功せず、後続の段階の対策には期待できない、との前提を無条

件に置くものである。 

    上記で述べた深層防護の考え方に対し、本件仮処分は人格権に基づく妨害

予防請求権を根拠として本件原発の運転差止めを求める民事上の差止請求で

あり、かかる請求が認められるためには、本件原発において債権者らの人格

権侵害、すなわち重大事故等を起こす具体的危険性が存在することが必要で

ある。 

  ⑵ 本件原発において、各層の防護レベルのうちいずれかに不備があったとし

ても、それのみをもって直ちに具体的危険性が認められるのではなく、いか

なる欠陥に起因して、どのような機序で、債権者らの人格権を侵害するよう

な放射性物質の異常放出等が生じるに至るのかが具体的に示されなければ、

具体的危険性の存在が認められるべきものではない。 

 １１ 避難計画の不備の有無（争点８－２） 

  （債権者らの主張） 

  ⑴ 屋内退避による放射線防護の効果はわずか 

    屋内退避をすることによる、放射性プルームからの外部被ばくに対する防
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護効果は、多くの住民が居住する木造家屋の場合にはわずか１０％低減でし

かない。原子力災害対策指針では５００Ｓｖ／ｈが観測されたら数時間以内

に避難をするとされていることから、屋内退避をしている間及び屋内退避か

ら避難をしている間の被ばく量を累積すると、平常時の被ばく限度１ｍＳｖ

／ｙを優に超えてしまう。国内法では、１ｍＳｖ／ｙが公衆被ばく限度とし

て規定されているところ、国内法に基づいて、「国民の生命、身体を保護」（原

子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）１条）を目的として策定

しなければならない避難計画について、国内法と全く整合していない。 

    また、放射性プルーム通過後に換気をしなければ、家屋の開口部から入り

込んだ汚染空気が屋内に残っているため、屋内退避の効果がない。放射性プ

ルーム通過後に換気をするタイミングを判断するためには、放射性プルーム

が通過し、しばらくは放射性プルームが来ないことを判断しなければならな

い。 

  ⑵ 原発が立地する町へ避難すること 

本件原発ではその周辺約１５ｋｍから約４５ｋｍの地点に他の原発が位置

していることから、これらの原発が同時多発的に事故を起こすことは十分に

想定できる。 

しかし、本件避難計画では、本件原発、大飯発電所、美浜発電所が同時多

発的に原発事故を起こす可能性を想定した上での実現可能な避難計画は策定

されていない。 

  ⑶ 安定ヨウ素剤の服用 

    安定ヨウ素剤は、様々な放射性物質によって起こる内部被ばく（体内に取

り込んでしまった放射性物質による被ばく）のうち、放射性ヨウ素（ヨウ素

１３１）による内部被ばくの影響を低減するものである。 

    安定ヨウ素剤の服用によって、甲状腺への放射性ヨウ素の取り込みを抑制

できる効果は、多くても取り込んだ量の半分にも満たないし、わずか８時間
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のうちに服用しなければその効果も得られないという極めて限られた場合で

ある。 

原子力災害対策指針では、緊急時モニタリングとして現地で放射線量を実

測した値を基に防護措置の判断材料とすると定めている。これでは、予測値

を用いないため、放射性物質の挙動を後追いするに過ぎない。放射性物質は

風向き、風の強さによって刻一刻と変化するのであり、実測値に頼っていて

は、住民一人一人に安定ヨウ素剤の服用指示が適時にきちんと伝わるための

時間的余裕を持った時期に安定ヨウ素剤の服用指示を出すことができない。 

  ⑷ コロナ禍での避難 

    不特定多数の住民が集まってくる指定避難所（学校の体育館など）におけ

る屋内退避の場合に原則換気を行わないことは、たとえ被ばくからの防護が

できるとしても、新型コロナウイルス感染症の感染が連鎖し、大規模な集団

感染が発生する危険が大きい。そうすると、新型コロナウイルス感染症下で

の原発事故時の避難は、実施可能なものではない。 

  ⑸ 被ばくを前提にした避難計画 

    現状の避難計画は公衆被ばく限度の年間１ミリシーベルトにわずか２時間

で達してしまう等の多量の被ばくを強いる内容であるところ、国内法では、

年間１ミリシーベルトが公衆被ばく限度として規定されていることからすれ

ば、避難者に多量の被ばくを強いる内容である。 

  （債務者の主張） 

  ⑴ 総論 

    原子力災害対策は、原子力事業者、国、地方公共団体が各々の責務に応じ

て相互に連携して実施している。債権者らが問題点を指摘する住民の避難等

に関しても、地方公共団体が作成する地域防災計画（原子力災害対策編）に

基づいて実施されるが、住民の避難等に関する専門的・技術的事項について

は、原子力規制委員会の策定した原子力災害対策指針（以下「原災指針」と
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いう。）によるものとされている 。 

    原災指針は、福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、緊急事態におけ

る原子力発電所周辺の住民等に対する放射線の影響を最小限に抑える防護措

置を確実なものにすることを目的とし、①住民の視点、②継続的情報提供、

③最新の国際的知見の積極的活用を基本的な考え方として、原子力災害にお

ける放射性物質の拡散態様や被ばくの経路等を考慮した防護措置を規定して

いる。その内容は、福島第一原子力発電所事故の経験を踏まえ、国際原子力

機関（ＩＡＥＡ）の安全基準等を参考にした、合理的で実効的なものとなっ

ている。 

  ⑵ 屋内退避による放射線防護の効果はわずか 

    木造家屋への屋内退避は、内部被ばくに対しては大きな効果を有している。 

また、原子力規制委員会は、「原子力災害発生時における防護措置の基本的

な考え方は、重篤な確定的影響を回避するとともに、確率的影響のリスクを

合理的に達成可能な限り低く保つことである。このためには、放射性物質の

吸入による内部被ばくをできる限り低く抑えることが重要である」との見解

を示している。 

  ⑶ 原発が立地する町へ避難すること 

    震源となる断層において発生した地震波は距離に応じて大きく減衰する性

質を有することから、仮に百歩譲って、本件原発の近傍で地震が発生し、本

件原発の安全機能を喪失するような大きさの地震動が襲うようなことがあっ

たとしても、その震源となる断層で発生した地震波が本件原発から直線距離

で約１５ｋｍ離れた大飯発電所や、約４５ｋｍも遠く離れた美浜発電所に伝

わったときには地震動は小さくなるため、これらの発電所も同時に地震によ

って安全機能を喪失することは、より考えられないことになる。 

  ⑷ 安定ヨウ素剤の服用 

    安定ヨウ素剤の服用においては、放射性ヨウ素へのばく露後２時間以内で
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あれば９０％以上、またばく露後８時間以内であっても約４０％以上、放射

性ヨウ素の甲状腺への集積を抑制できるとされている。 

    安定ヨウ素剤の服用は、原則として、原子力規制委員会が服用の必要性を

判断し、その判断に基づき、直ちに、原子力災害対策本部又は地方公共団体

は指示を行い、住民は当該指示に従って服用を行うこととなっている。 

  ⑸ コロナ禍での避難 

    内閣府は、令和２年５月１５日、新型コロナウイルスの感染が収束しない

中で災害が発生した場合の避難行動の在り方を公表しており、それによれば、

「新型コロナウイルス感染症が収束しない中でも、災害時には、危険な場所

にいる人は避難することが原則です」と記載されている。このように、国の

基本姿勢は「防護措置」と「感染防止対策」を可能な限り両立させ、「感染拡

大・予防対策を十分考慮した上で、避難や屋内退避等の各種防護措置を行う

こと」である。 

    福井県は、「高浜地域の緊急時対応」及び「大飯地域の緊急時対応」等に基

づき、同年８月２７日に、新型コロナウイルス感染症の流行中に大飯発電所

及び高浜発電所で同時に事故が起きた場合を想定した広域避難訓練を、全国

で初めて実施した。 

    なお、国は新型コロナウイルス感染症の５類感染症への移行を正式に決定

した。 

  ⑹ 被ばくを前提にした避難計画 

    我が国の原災指針上、被ばく防護措置は、重篤な確定的影響を回避すると

ともに、確率的影響のリスクを合理的に達成可能な限り低く保つため実施さ

れるものである。この考え方は、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ）による

勧告等の国際的な知見に則るものでもあるところ、債権者らの主張は、放射

線被ばくに関する防護措置を正解せずになされたものであり、失当である。 

 １２ 保全の必要性（争点９） 
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  （債権者らの主張） 

   本件原発が重大事故を起こすことにより、債権者らの人格権が侵害される事

態を回避するためには、本件原発の運転を差し止める以外に方法がない。運転

を差し止めても、原子炉内に核燃料が装荷されている以上、人格権侵害のリス

クをゼロにすることはできないが、運転が差し止められた結果核燃料が冷温停

止状態にあれば、冷却機能を喪失しても、メルトダウンに至るまでの時間的余

裕は大きく、メルトダウンを回避するための各種の対策をとることができ、重

大事故に至る可能性を大幅に軽減することができる。そして他に、原発事故に

よる債権者らの人格権侵害を回避する的確な方法はない。 

  （債務者の主張） 

   被保全権利の存否について一旦おくとしても、本件仮処分について、債権者

らにおいて、債務者を被告とする本件原発の運転差止請求訴訟の判決（本案

判決）による救済を待っていたのでは本件原発の運転差止請求権が実質的に

満足されなくなるという具体的な事情が疎明されているとはいえない。 

第６ 争点に対する判断 

 １ 債権者らの申立てが、濫用的な申立てとして不適法か否か（争点１） 

前記前提事実１⑶のとおり、債権者らは、債務者に対して、人格権に基づく

妨害予防請求権としての大飯発電所の運転差し止めを求める仮処分を申し立

て、これについて既に却下決定がなされているところである。 

しかしながら、本件申立ては、高浜発電所に設置された本件原発の運転差し

止めを求めるものであり、対象となる原子力発電所が異なること、争点の一つ

である基準地震動の合理性についていえば、基準地震動はそれぞれの原子力発

電所において策定されるものであることからすれば、債権者らが、他の原子力

発電所の運転差し止めを求める申し立てをしていたとしても、本件原発の運転

により重大な事故が発生した場合に、債権者らの生命、身体等の重大な法益に

対する侵害が生ずる具体的な危険性があるかどうかは、それぞれの原子力発電
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所毎に判断されるものであって、債務者が主張する事情があるからといって、

本件申立てが濫用的な申立てであるということはできない。 

 ２ 債権者Ｘ２の人格権侵害が生じる蓋然性（争点２） 

   個人の生命、身体等が侵害される具体的な危険がある場合、当該個人は、人

格権に基づく妨害予防請求として、侵害行為の差止めを求めることができると

解される。そして、原子炉は、核分裂の過程において高エネルギーを放出する

核燃料物質を燃料として使用する装置であり、その稼働により、内部に多量の

人体に有害な放射性物質を発生させるものであって、原子力発電所の安全性が

確保されないときは、当該原子力発電所の周辺住民等の生命、身体に重大な危

害を及ぼし、周辺の環境を放射能によって汚染するなど、深刻な災害を引き起

こすおそれがある。したがって、原子力発電所の事故が起こったとき、生命、

身体等に直接的かつ重大な被害を受けるものと想定される地域に居住する者

は、当該原子力発電所の運転の差止めを求め得るというべきである。 

   これを債権者Ｘ２についてみると、前提事実１⑴によれば、債権者Ｘ２は、

さいたま市内に居住しており、福井県大飯郡高浜町に所在する高浜発電所に事

故が起こった場合に、生命、身体等に直接的かつ重大な被害を受けるとは想定

されない。同債権者は、チェルノブイリ（チョルノービリ）原発事故における

際には、１０００ｋｍ離れた地域においても環境基準を超える放射線量を記録

した地域があったと主張するが、チェルノブイリ原子力発電所と本件原発との

具体的な諸条件の異同を捨象して、同債権者の生命、身体等との関係において

は抽象的な危険性を指摘するものにすぎず、本件原発の事故が起こった場合に、

同債権者に具体的な生命、身体等に対する被害が生じる蓋然性を指摘するもの

ではない。 

 したがって、債権者Ｘ２との関係においては、その余の点について判断する

までもなく被保全権利が認められないから、債権者Ｘ２の申立ては却下を免れ

ない。 
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 ３ 原子力規制委員会の問題（争点３） 

   債権者らは、原子力発電所関係者は原子力発電所を運転するという職務を遂

行する知識がないとして、同関係者に含まれる原子力規制委員会についても、

高度な知識を持った集団ではないと主張するが、仮に、債権者らが摘示する事

実関係を前提としても、福島第一原子力発電所事故の内容について述べるにす

ぎないものである。その他、原子力規制委員会について債権者らの種々主張す

るところは、自分たちの主義主張と異なる見解を有することを理由に原子力規

制委員会を非難する域を出ず、原子力規制委員会を構成する委員に原子力発電

所に関する知識がないことを認めるに足りる証拠はない。 

   したがって、債権者らの主張は採用することができない。 

 ４ 基準地震動の不合理性（争点４） 

  ⑴ 認定事実 

    以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲疎明資料及び審尋の全趣旨

により一応認められる。 

   ア 本件原発に関する基準地震動の策定 

    (ア) 「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の評価 

     ａ 検討用地震の選定 

       債務者は、本件原発敷地周辺の地震発生状況、活断層の分布状況等

を含む地質・地質構造に関して、調査・評価を実施した上で、それら

の調査・評価結果に基づき、敷地に影響を及ぼしたと考えられる過去

の被害地震と震源として考慮する活断層のうち、敷地に影響を及ぼす

と考えられる活断層による地震を検討用地震の候補とした。 

       そして、それらを対象に、地震の規模及び本件原発敷地までの距離

に基づいて敷地に与える影響を評価し、敷地への影響が大きいと考え

られる地震として、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層～熊川断層、上林川断層

（以下「各断層」という。）それぞれによる地震を検討用地震として
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選定した。本件原発周辺に分布する主な断層は、別紙２（略）のとお

りである。 

       （乙３０の１添付書類六〔６－５－９頁〕、乙８５〔１～９頁〕） 

       （なお、乙３０の１は本件原発の３号機及び４号機に関する許可申

請書であるが、基準地震動策定の経過は１号機（乙３０の２）及び２

号機（乙３０の３）も同様であるから、以下、許可申請書を証拠とし

て挙げる際には３号機及び４号機に関する乙３０の１のみを掲記す

る。） 

     ｂ 各断層の具体的な評価 

      (ａ) 震源特性 

       ① 断層の位置・長さ 

         債務者は、各断層の位置、長さを以下のとおり評価した。 

        Ⅰ ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層 

          ＦＯ－Ａ断層及びＦＯ－Ｂ断層は、本件原発の北側の若狭湾

内に北西から南東方向に延びる断層である。ＦＯ－Ａ断層は、

既存文献では長さ１８ｋｍとされていた。また、ＦＯ－Ｂ断層

は、既存文献には記載が無かった。 

          債務者は、ＦＯ－Ａ断層及びＦＯ－Ｂ断層について、海上音

波探査等を行い、検討した結果、その長さをそれぞれ約２４ｋ

ｍ、約１１ｋｍと評価した。債務者は、両断層は個別の断層と

評価されるが、断層の走向がいずれも北西－南東方向であるこ

と等、特徴が類似していることから両断層は同時活動するもの

とし、「ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層」として、その長さを約３５ｋ

ｍと評価した。 

          （乙３０の１添付書類六〔６－３－７３～６－３－７５頁〕、

乙９０〔１７１～１７９頁〕） 
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        Ⅱ 熊川断層 

          熊川断層は、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層の南東側の陸上に西北

西から東南東方向に延びる断層である。既存文献では長さ９ｋ

ｍ、又は１２ｋｍとされていた。 

債務者は、熊川断層について、反射法地震探査や地形・地質

の状況から、その長さを約１４ｋｍと評価した。 

（乙３０の１添付書類六〔６－３－２８～６－３－３５頁〕、

乙９０〔４３～７３頁〕）。 

        Ⅲ ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層の連動 

          原子力規制委員会では、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層

について連続する断層であることを疑わせる調査結果があると

して、債務者に対して調査を求めた。 

          債務者は、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層について更に

調査を実施し、実施した調査では両断層の連続性を示す結果は

なく、また、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層の離隔が約１

５km あるなどから、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層とは

連動しないと判断した。 

          しかしながら、債務者は、地震動評価にあたっては、原子力

規制委員会における議論も踏まえ、十分に保守的な評価を行う

観点から、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と熊川断層が連動するとの

震源断層モデル（「ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層」という震源

断層モデル）を設定することとし、断層長さは６３．４ｋｍと

した。 

          （乙３０の１添付資料六〔６－３－２８～６－３－３５、６

－３－７３～６－３－７８頁〕、乙８５〔６３頁〕、乙９０〔１

８４～１８７頁〕、乙９１ないし９３（枝番含む）） 
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        Ⅳ 上林川断層 

          上林川断層は、本件原発の南西側の陸域に位置し、北東から

南西方向に延びる断層である。既存文献では長さ約２６ｋｍと

されていた。 

債務者は、上林川断層について、地形・地質調査を行った結

果、断層の北東端から南西端までの長さを約２６ｋｍ以上と評

価したが、上記南西端より西側に断層が延伸する可能性を完全

に否定できないとして、保守的に、地震動評価に用いる断層の

長さを約３９．５ｋｍと評価した。 

          （乙３０の１添付書類六〔６－３－１９～６－３－２８

頁〕、乙９０〔１７～４２頁〕）                

② 断層の傾き 

債務者は、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層、熊川断層、及び上林川断

層について、地形調査・地質調査の結果や、若狭湾付近の広域応

力場と断層の方向（走向）との関係から、横ずれ断層であると評

価した上で、既往の知見を踏まえて傾きを９０度（断層面が鉛直）

と評価した。 

         （乙８５〔６８～１０１頁〕） 

       ③ 断層の幅（地震発生層の厚さ） 

債務者は、まず、断層の上端深さについて、文部科学省の大都

市大震災軽減化特別プロジェクトによる地下構造探査の結果や、

地震波速度トモグラフィによる検討といった、既往の研究成果を

参照し、若狭湾周辺における地下の速度構造について、内陸地殻

内地震が発生する上部地殻に相当するＰ波速度（Ｖｐ）=６．０

～６．２ｋｍ／ｓ層が深さ約６～１６ｋｍであり、震源分布も上

記層に対応していること、地震発生の上限深さと概ね一致するＶ
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ｐ＝６ｋｍ／ｓ層が深さ４～５ｋｍに分布していることを確認

し、地震発生層の上限はＰ波速度と良い相関があるという既往の

知見や、地震波干渉法及び微動アレイ観測による地盤の速度構造

の解析結果（乙１０１）をもとに、上端深さを４ｋｍと評価し

た。もっとも、より一層の保守的な評価という観点から、さらに

浅く、上端深さを３ｋｍとして地震動評価を行うこととした。 

また、断層の下端深さについては、敷地周辺の微小地震の発生

状況の記録の統計的な評価によると、Ｄ９０（その値より震源深

さが浅い地震の数が全体の９０％となる深さ）が約１５ｋｍであ

るが、債務者は、Ｄ９０は地震発生層の下限より２～３ｋｍ浅い

とする文献を参照し、保守的に下端深さを１８ｋｍと評価した。 

         以上のとおり、債務者は、本件原発周辺の地震発生層について、

上端深さ３ｋｍ、下端深さ１８ｋｍと評価した。そして、各断層

については、断層傾斜角が９０度であることから、断層の幅は１

５ｋｍと評価した。 

         （乙８５〔５９～６１頁〕、乙９７〔７４～７７頁〕） 

      (ｂ) 伝播特性 

        震源で発生した地震波は、地中の硬い岩盤を伝播し、震源からの

距離が遠くなるほど、小さくなっていく。このような地震波の伝わ

り方（減衰）に関する特性を伝播特性という。地震波の伝播特性に

は、幾何減衰と内部減衰がある。 

        債務者は、幾何減衰（震源距離とともに地震波の振幅が減少する

こと）について、震源として考慮する活断層の位置から敷地までの

距離によって評価した。 

        また、内部減衰（地震波は、媒質（岩石等）を伝わる間に地震波

のエネルギーの一部が摩擦熱等に変換されることで、若干小さくな
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っていくこと）については、媒質に固有の値（Ｑ値）で表されると

ころ、若狭湾付近のＱ値の既存の研究結果や、本件原発における測

定結果を基に、Ｑ値を５０ｆ１．１（ｆは地震波の周波数）と設定し

た。 

        （乙８５〔８０頁以下〕、乙９８〔７５頁〕、乙９９） 

      (ｃ) サイト特性 

        地震波は、硬い（地震波の伝わる速さが大きい）地層から相対的

に軟らかい（地震波の伝わる速さが小さい）地層へ伝播する際に増

幅されるため、相対的な硬さ（地震波の速度）の差があると、地震

波は、相対的に軟らかい地層に伝播する際に増幅される。 

       ① 浅部地盤の速度構造に関する調査 

         債務者は、本件原発敷地の地表面近くの浅部地盤の速度構造に

ついて、ボーリング調査により地盤の特徴を調査した上で、ＰＳ

検層、試掘坑弾性波探査、反射法地震探査等を行い、それらの調

査結果を総合して評価した。 

         これらの調査結果により、敷地浅部にＰ波速度及びＳ波速度が

それぞれ約４．３ｋｍ／ｓ、約２．２ｋｍ／ｓの硬質な岩盤が広

がっていることを確認した。 

         その上で、反射法地震探査によって、本件原発敷地の地下に、

地層の極端な起伏等の地震波の伝播に影響を与えるような特異な

構造が認められないことを確認した。 

（乙９７〔６～６１頁〕） 

       ② 深部地盤の速度構造に関する調査 

         債務者は、地震波干渉法及び微動アレイ観測により、本件原発

敷地内や周辺地点において、非常に小さな地震・波浪・風や、産

業活動・交通に伴う振動等によって常時存在する地面の小さな揺
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れ（常時微動）の観測を行い、その観測記録を解析して、深部ま

での地盤の速度構造を評価した。 

         （乙１０１） 

     ｃ 応答スペクトルに基づく地震動評価 

      (ａ) 債務者が採用した地震動評価の手法 

応答スペクトルとは、ある地震動が、固有周期を異にする種々の

構造物に対して、それぞれどの程度の大きさの揺れ（応答）を生じ

させるかを、縦軸に加速度や速度の最大応答値、横軸に固有周期を

とって描いたものをいい、構造物の固有周期が分かれば、応答スペ

クトルにより、その地震動によって当該構造物に生じる揺れ（応答）

の大きさを把握することが可能となる。 

応答スペクトルに基づく地震動評価とは、地震の規模と震源から

敷地までの距離との関係式（距離減衰式）から、地震が発生したと

きの敷地における地震動の「応答スペクトル」を求める手法を用い

て行う地震動評価をいう。 

        距離減衰式は、様々な観測地点で得られた多くの地震観測記録を

回帰分析等によって統計的に処理するという経験的な手法によっ

て作成されている。そのため、距離減衰式を用いる際には、その元

となった地震観測記録群の範囲（地震規模、震源からの距離等）を

踏まえ、評価地点における地震動評価に用いることが適当かどうか

を確認した上で用いる必要がある。 

        債務者は、距離減衰式として一般社団法人日本電気協会の原子力

発電耐震設計専門部会（耐専）が岩盤における観測記録を基に取り

まとめた算定式である耐専式（Ｎｏｄａ ｅｔ ａｌ．（２００２））

を適用することとした。 

        （乙７８、乙８５〔６２頁〕） 
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        耐専式は、観測記録に基づいて作成されているが、これらの記録

には、等価震源距離（震源断層面の各部から放出され敷地に到達す

る地震波のエネルギーの総計が、特定の１点（点震源）から放出さ

れたものと仮定した場合に到達するエネルギーと等しくなるとき

の点震源から敷地までの距離）が「極近距離」（マグニチュード８な

ら２５ｋｍ、マグニチュード７なら１２ｋｍ等）よりも著しく短い

場合の地震観測記録は含まれておらず（乙１０２〔１４頁〕）、等価

震源距離が「極近距離」より著しく短い場合、耐専式では、等価震

源距離が短くなるにつれて過大評価になる傾向があるとされてい

る。 

       本件原発では、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層について検討用地

震のマグニチュードが７．８で等価震源距離が１８．６ｋｍで「極

近距離」より若干短く、実際の地震動に比べて大きな評価結果にな

る可能性があったが、極近距離との乖離が小さく、保守的に評価す

る観点から、上林川断層のみならず、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断

層についても耐専式を適用することとした（乙８５〔６３頁〕）。 

      (ｂ) 各断層の地震動評価 

        耐専式により応答スペクトルに基づく地震動評価を行う際には、

地震の規模と等価震源距離等のパラメータを入力することになる。 

        耐専式に入力する地震の規模（Ｍ）については、松田時彦東京大

学名誉教授が提案されている、活断層長さ（Ｌ）と地震の規模（Ｍ）

との関係を表す経験式である松田式（ｌｏｇＬ＝０．６Ｍ－２．９）

を用いて、断層長さから求めた。 

        債務者は、松田式に、前記ｂ(ａ)①の断層の長さをあてはめ、ＦＯ

－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層による地震の規模は、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－

Ｂ断層（２連動）が長さ３５ｋｍでマグニチュード７．４であった
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ところ、３連動する設定とし、長さ６３．４ｋｍとしたことでマグ

ニチュード７．８とした。また、上林川断層による地震の規模は、

活断層の長さ約２６ｋｍの場合でマグニチュード７．２であったと

ころ、その長さを約３９．５ｋｍと評価することによりマグニチュ

ード７．５とした。 

        （乙３４、乙８５〔６２頁〕、乙３０の１添付資料六〔６－５－

１０～６－５－１１、６－５－２９、６－５－７０～６－５－７３

頁〕） 

        また、債務者は、等価震源距離について、断層の上端（地震発生

層の上端）の深さやアスペリティの配置、断層傾斜角等を保守的に

条件設定することで、等価震源距離が短くなり、ひいては地震動が

大きくなるように評価した。 

まず、断層の上端の深さについては、前記ｂ(ａ)③のとおり評価し、

深さ３ｋｍと設定した。 

また、震源断層面におけるアスペリティの配置については、断層

面の中央付近に設定することが基本とされている（乙３５〔９頁〕）

が、債務者は、いずれの断層についても、等価震源距離が短く（本

件原発敷地に近く）なるよう、各断層面のうち本件原発敷地に近い

位置にアスペリティを配置した。なお、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川

断層については、これらの断層を１つのものと考え、アスペリティ

を敷地近傍に正方形又は長方形に寄せ集めて一塊として配置する

ケースについても、不確かさを考慮するケースとして設定した。 

さらに、断層傾斜角については、前記ｂ(ａ)②のとおり評価し、本

件原発敷地に近いＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層については、水平

面から７５度下向きにしたケースについても、不確かさを考慮する

ケースとして設定した。 
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        （乙３０の１添付書類六〔６－５－１０～６－５－１１、６－５

－２９～３０、６－５－７０～６－５－７３頁〕、乙８５〔６８～

７１頁〕） 

        債務者が選定した検討用地震はいずれも内陸地殻内地震であり、

内陸地殻内地震について耐専式を用いる場合には低減係数である

内陸補正係数を用いるものとされている（乙７８〔２２頁〕、乙１

０３〔４７～４８頁〕）が、債務者は、内陸補正係数を乗じないこ

とで地震動を大きく見積もる地震動評価をした。 

        （乙３０の１添付書類六〔６－５－１０頁〕） 

     ｄ 断層モデルを用いた手法による地震動評価 

       「断層モデルを用いた手法による地震動評価」とは、震源断層面を

設定し、その震源断層面にアスペリティを配置し、ある１点の破壊開

始点から、これが次第に破壊し、揺れが伝わっていく様子を解析する

ことにより地震動を計算する評価手法である。 

      (ａ) 震源断層面積（Ｓ） 

        まず、震源となる断層の長さ（Ｌ）及び断層の幅（Ｗ）から、震

源断層面積（Ｓ）を求めた（Ｓ＝Ｌ×Ｗ）。 

各断層の長さについては、前記ｂ(ａ)①のとおり設定した。また、

各断層の幅については、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層及び上林川

断層のいずれについても、地震発生層の上端深さを３ｋｍ、下端深

さを１８ｋｍと設定して地震発生層の厚さを１５ｋｍとし、断層傾

斜角を９０度（鉛直）とした。さらに、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川

断層については、不確かさを考慮し、断層傾斜角を７５度にしたケ

ースも設定した。 

        （乙８５、乙３０の１添付書類六〔６－５－３１、６－５－３２

頁〕） 
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      (ｂ) 地震モーメント 

        地震モーメント（Ｍｏ）とは、地震の規模を表す指標の一つで、

断層運動の大きさ（エネルギー）を表す値である。 

        債務者は、入倉・三宅（２００１）で提案されている、震源断層

面積と地震モーメント（Ｍｏ）の関係式である入倉・三宅式（Ｍ

ｏ≧７．５×１０の１８乗Ｎ・ｍの場合はＳ＝４．２４×１０の－

１１乗×Ｍｏの１／２乗）を用いて、震源断層面積から地震モーメ

ントを求めた。 

        （乙８５） 

      (ｃ) その他のパラメータ 

        債務者は、各断層について、短周期レベル（Ａ）、アスペリティ

面積（Ｓａ）、震源断層全体の応力降下量（Δσ）、アスペリティ

の応力降下量（Δσａ）、破壊伝播速度（Ｖｒ）、すべり量（Ｄ）、

アスペリティの配置、破壊開始点、断層傾斜角及びすべり角等の

震源特性パラメータを設定した。 

        破壊伝播速度（Ｖｒ）については、基本ケース（地震発生層にお

けるＳ波速度βの０．７２倍（０．７２β）よりも大きな０．８７

倍（０．８７β）としたケースを設定した。 

        短周期レベル（Ａ）については、新潟県中越沖地震の知見を踏ま

えて、すべての検討用地震の断層について、不確かさを考慮し、短

周期レベルを基本ケースの１．５倍とするケースを設定した。 

        ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層のすべり角については、横ずれ断

層であることを考慮して０度としたが、縦ずれ成分もあることを考

慮するなどして、３０度とするケースを設定した。 

        （乙３０の１添付資料六〔６－５－２７～６－５－３０頁〕、乙

８５〔６８～７１、１０１～１０２頁〕） 
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      (ｄ) 地震動評価結果 

以上のとおり、震源断層をモデル化し、地震波の伝播特性と地盤

の増幅特性（サイト特性）を設定した上で、これらをもとに、債務

者は、統計的グリーン関数法等を用いて「断層モデルを用いた手法

による地震動評価」を行った。 

震源断層パラメータについて様々な不確かさを考慮することと

した結果、本件原発敷地に近いＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ～熊川断層によ

る地震については、５６のケースを設定して保守的に評価した。ま

た、上林川断層による地震についても、１８のケースを設定して保

守的に評価した。 

（乙８５、乙３０の１添付書類六〔６－５－３０頁〕） 

    (イ) 「震源を特定せず策定する地震動」の評価 

新規制基準では、発電所敷地周辺の状況等を十分考慮した詳細な調査

を実施しても、なお敷地近傍において発生する可能性のある内陸地殻内

地震の全てを事前に評価し得るとは言い切れないとの観点から、「震源を

特定せず策定する地震動」を評価することが求められている（乙３３〔１

３４、１３６～１３７頁〕）。 

      債務者は、Ａほか（２００４、乙７９）で示されている、震源と活断

層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内地震の震源近傍での観測

記録に基づいて策定された応答スペクトルを、本件原発の敷地地盤に対

応した応答スペクトルに補正して採用した。 

      また、債務者は、地震ガイド（乙３６）において記載されている、「震

源を特定せず策定する地震動」において考慮すべき地震の例として選定

された１６の地震（乙３０の１添付資料六〔６－５－３８頁〕、乙３６〔８

頁〕）から、モーメントマグニチュード（Ｍｗ）６．５以上の地震につい

ては、震源域周辺と本件原発の敷地周辺の地域性等の異同を検討して鳥
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取県西部地震の地震動の観測記録を採用し、Ｍｗ６．５未満の地震につ

いては、上記Ａほか（２００４）の応答スペクトルを超える記録が得ら

れており、かつ、詳細な地盤調査及び基盤地震動の推定が行われていた

北海道留萌支庁南部地震の地震動の観測記録を採用した。 

その上で、債務者は、地震動の評価結果が大きくなるような保守的な

条件で評価を行った。 

      （乙８５〔１１４～１２０頁〕、乙３０の１添付書類六〔６－５－１

１～１５、６－５－１０６～６－５－１０７頁〕） 

    (ウ) 基準地震動の策定 

      債務者は、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」及び

「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果を総合し、基準地震動を

策定した。 

      債務者は、上記の各評価結果から、本件原発の基準地震動を策定した。

本件原発の基準地震動Ｓｓ－１～Ｓｓ－７の応答スペクトル加速度時刻

歴波形は別紙３（略）のとおりである。最大加速度は、水平方向が基準

地震動Ｓｓ－１の７００ガル、鉛直方向が基準地震動Ｓｓ－６の４８５

ガルである。 

（乙８５〔１２８頁〕、乙３０の１添付書類六〔６－５－４２、６－

５－１２３～６－５－１２９頁〕） 

   イ 原子力規制委員会による審査 

     債務者は、地震基盤相当面における標準応答スペクトルと本件原発の基

準地震動Ｓｓ－１の応答スペクトルを比較したところ、前者が後者を下回

るという結果が出たため、基準地震動の変更は不要と判断し、令和３年５

月１２日、原子力規制員会に対し、その旨説明する文書を提出した。原子

力規制委員会は、同年６月１６日、かかる判断が妥当であると認め、基準

地震動の変更が不要であることを確認した。 
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（乙３９、乙８３の１及び２、乙８４、乙１０７、乙１０８） 

  ⑵ 基準地震動が低水準であること（争点４－１） 

ア 債権者らは、防災科学研究所の資料によれば、平成１２年から令和５年

５月まで、最高位の最大加速度が７００ガル以上を記録した地震が相当数

に上るにもかかわらず、債務者が策定した基準地震動は、その最大加速度

が基準地震動Ｓｓ－１の７００ガル（水平方向）に過ぎないことをもって、

本件原発の基準地震動が低水準であると主張する。 

しかしながら、前記認定事実のとおり、本件原発の基準地震動は、新規

制基準に基づいて、伝播特性やサイト特性といった、本件原発敷地周辺の

地域特性を踏まえ策定され、原子力規制委員会において新規制基準の適合

性が認められているところ、原子力規制委員会の具体的審査基準に不合理

な点はなく、また、債務者のした調査及びこれに基づく原子力規制委員会

の調査審議及び判断の過程に看過しがたい過誤、欠落があったような事情

は見当たらず、基準地震動の策定が適切であるとの債務者の疎明は尽くさ

れていると評価することができる。 

前記前提事実４⑵のとおり、ある特定の地点における地震動を適切に評

価するには、地震の震源特性、地震波の伝播特性、及び地盤の増幅特性に

関して、地域性の違いを十分に考慮することが必要であるところ、債権者

らが指摘する地震観測記録についてみれば、その観測地点は全国に点在し

ており、地域特性が異なる各地点で計測されており、しかも、前記認定事

実ア(ア)ｃ(ｂ)のとおり、本件原発の検討用地震はいずれも内陸地殻内地震に

分類されるにもかかわらず、同地震観測記録には地震発生様式の異なるも

のが含まれている。 

債権者らの主張は、過去のいずれかの地点で観測された地震動の数値と

単純に比較するというものであって、その地域特性を踏まえたものではな

いころからすれば、上記債務者の疎明を覆すものではない。 
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   イ 以上のとおり、債権者らの主張は上記債務者の疎明を覆すものではなく、

重大な事故が発生する具体的危険があることについての疎明はない。 

  ⑶ ばらつき条項の不遵守（争点４－２） 

   ア 認定事実 

     前記前提事実及び前記⑴認定事実に加え、後掲疎明資料及び審尋の全趣

旨によれば、次の事実が一応認められる。 

    (ア) 松田式 

     ａ 松田式は、「断層変位および地震発生は地殻にたくわえられた歪エ

ネルギーの急激な解放である。その歪エネルギーの大小はその歪領域

の大小による。そして歪領域の大小は断層のディメンジョンの大小に

反映している」との理論的背景を踏まえ、日本の内陸で過去に生じた

地震のデータに基づき、断層長さと地震規模という物理量の間の相互

関係に着目して導かれた経験式である。（乙３４） 

     ｂ 地震調査研究推進本部地震調査委員会が作成した「震源断層を特定

した地震の強振動予測手法（「レシピ」）」（以下、単に「レシピ」

という。）は、同委員会が、強震動評価に関する検討結果から、強震

動予測手法の構成要素となる震源特性、地下構造モデル、強震動計算、

予測結果の検証の現状における手法や震源特性パラメータの設定に当

たっての考え方を取りまとめたものであるところ、松田式は、レシピ

において地震規模を求める関係式として示されている（乙３５）。 

     ｃ 平成１５年に気象庁によりマグニチュード（Ｍ）の算出方法が改訂

されるなど、最新の知見に基づいて過去の地震のマグニチュード（Ｍ）

が再評価されており、債務者は、松田式の元となった過去に生じた地

震について、気象庁が、最新の知見に基づいて再評価したマグニチュ

ード（Ｍ）の数値を用いて図を描き直したところ、再評価後の元デー

タと松田式との偏差は小さくなり、より整合することを確認した（乙
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１４１）。 

    (イ) 入倉・三宅式 

入倉・三宅式は、震源断層面積（Ｓ）と地震モーメント（Ｍｏ）との

関係式であり、レシピにおいて、地震規模を求める関係式として示され

ている（乙３５、乙１０４）。 

    (ウ) 本件ばらつき条項の趣旨 

令和４年６月改正前の地震ガイドには、本件ばらつき条項第１文（「震

源モデルの長さ又は面積、あるいは１回の活動による変位量と地震規模

を関連づける経験式を用いて地震規模を設定する場合には、経験式の適

用範囲が十分に検討されていることを確認する。」）と第２文（「その

際、経験式は平均値としての地震規模を与えるものであることから、経

験式が有するばらつきも考慮されている必要がある。」）が設けられて

いたところ、原子力規制委員会は、要旨、「本件ばらつき条項第１文は

経験式の適用範囲について十分な検討を求めるものであり、本件ばらつ

き条項第２文は経験式を用いて地震規模を設定する場合の当該経験式の

適用範囲を確認する際の留意点として、経験式は平均値としての地震規

模を与えるものであることから、当該経験式の適用範囲を単に確認する

のみではなく、より慎重に、当該経験式の前提とされた観測データとの

間の乖離の度合いまでを踏まえる必要があることを意味しているもので

ある。本件ばらつき条項第２文の規定の『経験式が有するばらつき』と

は、当該経験式とその前提とされた観測データとの間の乖離の度合いの

ことである。本件ばらつき条項第２文の規定も、地震ガイドの経験式の

適用に係る規定としては初出となることから、確認的に、当該経験式の

適用範囲を確認する際の留意点を記載したものである」と解説している。 

（乙２８〔２９４～２９５頁〕、乙３６） 

本件ばらつき条項第２文は令和４年６月の改正により削除されている
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が、審査実績等を踏まえた表現の改善等を行ったものであり、規制要求

や審査の方法に変更はない（乙１７４）。 

  イ 以上の事実を前提に判断する。 

   (ア) 前記ア(ア)及び(イ)によれば、松田式及び入倉・三宅式は、レシピにおい

て地震規模を求める関係式として使用されていること、また、松田式に

ついていえば、最新の知見を基に検証すると、元データとより整合する

ことが認められることからすれば、現在においても一般的に信頼性を有

するものといえる。したがって、これらの経験式が、基準地震動の策定

の際に用いられるべき経験式として不適切なものであるとはいえない。 

     債権者らは、松田式が、マグニチュードのデータに基づき、数理的な

根拠をもって合理的に設定されたものであったとするならば、古いマグ

ニチュードのデータを基に作った松田式は間違っているのであり、正し

い地震規模に基づく新たな松田式が示されるべきであるところ、松田式

自体が見直されていないことは不合理であると主張する。 

     しかしながら、松田式と気象庁によって再評価されたマグニチュード

のデータの相関関係は別紙４（略）のとおりであるところ（乙１４１）、

同データは、いずれも松田式により求められるマグニチュードの数値と

整合しているか、元データが想定していたマグニチュードの大きさの変

動幅の範囲内にとどまっているものであること、元データよりより大き

いマグニチュードであったと再評価されたものは一つだけであり、その

一つについても、地震学的又は測地学的データから推定された震源断層

の長さも変更されていることに伴って、松田式からそれほど乖離するこ

とのない範囲にとどまっているといえることからすれば、最新の知見に

基づいたマグニチュードのデータからしても、松田式の信頼性は保たれ

ているものであり、見直しが必要であるとはいえない。 

なお、松田式は断層の長さから地震の規模を求める経験式であるから、
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断層の長さの評価について付け加える。確かに、１回の地震では地中の

震源断層と同じ長さのずれが地表に出現する（地表に現れたずれを「地

表地震断層」という。）とは限らないのは事実である。しかしながら、

震源断層は繰り返し地震を起こすことで、長い年月の間に地表に現れた

地盤のずれやたわみが蓄積して、地表に明瞭な地表地震断層が生じると

されているため、震源断層における地震の繰り返しによって地表に明瞭

に現れた、地盤のずれやたわみの蓄積による地表地震断層の位置や長さ

を調査することで、「震源断層」を把握することが可能である。本件原

発においても、債務者は同様の手法で断層の長さを評価しているもので

ある。 

(イ) 債権者らは、基準地震動の策定の場面において、経験式の適用結果に

対して、ばらつきを考慮しなければならないとか、基準地震動に対数標準

偏差２つ程度の余裕を持たせる補正をする必要があると主張する。 

     確かに、地震ガイドの本件ばらつき条項第２文や本件ばらつき条項に

関する原子力規制庁の解説にもあるとおり、経験式は平均値としての地

震規模を与えるものであり、経験式によって求められる平均値と経験式

の元となった観測データを比較すると、観測データと平均値との間には

乖離、すなわち本件ばらつき条項でいうところの「ばらつき」がみられ

（松田式につき乙３４〔２７０頁〕、入倉・三宅式につき乙１０４〔８

５８頁〕）、中には観測データで観測された地震規模が経験式によって

求められる値を超えているものも存在することは事実である。 

しかしながら、債務者は、松田式及び入倉・三宅式へ代入する断層の

長さ、断層の幅、断層傾斜角等の値について、前記⑴認定事実ア(ア)ｂ及

びｃのとおり、断層の長さについていえば、ＦＯ－Ａ～ＦＯ－Ｂ断層と

熊川断層につき、調査結果等からすれば両断層は連動しないと判断した

上で、両断層が連動するとの震源断層モデルを設定することとし、６３．
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４ｋｍと評価する、上林川断層につき、既存文献及び地形・地質調査の

結果から約２６ｋｍ以上と評価した上で、断層が延伸する可能性を完全

に否定できないとして、約３９．５ｋｍと評価する、断層の幅について

いえば、上端深さにつき、地下構造の調査結果から４ｋｍと評価した上

で、更に浅く３ｋｍと設定する、断層傾斜角についていえば、ＦＯ－Ａ

～ＦＯ－Ｂ断層～熊川断層につき、既往の知見を踏まえて９０度と評価

した上で、水平方面から７５度下向きにしたケースも設定するなど、不

確かさを考慮した上で保守的な値を設定して地震動評価を行っていると

ころ、債権者らが主張するように、経験式の適用結果に対して更なる上

乗せを行うとすれば、各種の不確かさを二重に評価することとなり、そ

の結果は、松田式及び入倉・三宅式により算出した地震規模からの乖離

が大きくなり、それらの式によって地震規模を算出するとした科学的根

拠との間で齟齬が生じる。 

そうすると、上記のばらつきは、不確かさを考慮して保守的にパラメ

ータを設定して地震動の評価を行うことにより解決すべき問題であると

解するのが相当であり、本件ばらつき条項の第２文が、経験式の適用結

果に対して更なる上乗せを求める趣旨であるとはいえない。前記前提事

実４⑵ア(ア)⑤記載のとおり、新規制基準（解釈別記２第４条５項２号⑤）

が「基準地震動の策定過程に伴う各種の不確かさ（中略）については、

敷地における地震動評価に大きな影響を与えると考えられる支配的なパ

ラメータについて分析した上で、必要に応じて不確かさを組み合わせる

など適切な手法を用いて考慮すること」としていること、前記ア(ウ)記載

の本件ばらつき条項についての原子力規制委員会の解説にも不確かさを

考慮した上で、更にばらつきを考慮した上乗せを求める文言がないこと

に加え、旧原子力安全委員会の「原子力安全基準・指針専門部会 地震・

津波関連指針等検討小委員会」に関与した委員の意見書（乙１４７、１
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６６）も踏まえれば、本件ばらつき条項は上記の趣旨をいうものと理解

される。 

また、債権者らが根拠として挙げる論文や文献（甲１２６等）によれ

ば、地震動の予測において、決定論的評価と確率論的評価の知見が用い

られていることが認められるが、基準地震動の策定の場面においては、

決定論的評価手法（予測する際に用いる理論やモデルはその時点で最善

のものを用いることとし、モデル・パラメータは科学的根拠をもって１

つの値に定められているものとして評価する手法）を用いつつその真値

（ばらつきのない正解値）の設定において、十分な不確かさを考慮する

ものとされたと説明されており（乙１６６）、それが不合理なものとは

認められない。債権者らの指摘する「不確かさ」は、決定論的評価手法

においてはその真値の設定において考慮されているものであり、かつそ

れで足りるものであるから、債権者らが主張するように、経験式の適用

結果に対して更なる上乗せを必要とするものとはいうことができない。 

そして、債務者及び原子力規制委員会が、本件ばらつき条項を前記の

趣旨であると理解した上で、基準地震動の策定において、経験式の適用

結果に対して、更なる上乗せをしていないことが、不合理なものとはい

えない。 

    (ウ) 以上によれば、基準地震動の策定は適切であると認められ、債権者ら

の主張は上記債務者の疎明を覆すものではなく、重大な事故が発生する

危険性があることについての疎明はない。 

 ５ 基準地震動以下の地震によって重大事故が発生する危険性（争点５） 

  ⑴ 認定事実 

    以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲疎明資料及び審尋の全趣旨

により一応認められる。 

   ア 高浜発電所１、２号機における債務者の対応 



58 

     債務者が、運転開始後４０年を経過した高浜発電所１、２号機について

行った高経年化対策としての保安規定変更認可申請における高経年化技術

評価と、運転期間延長認可申請における劣化状況評価は同一内容であり、

当該評価結果に基づいて定められる長期施設管理方針も同一内容である。 

   イ 運転期間延長認可申請に伴う点検・評価等 

     債務者は、高浜発電所１、２号機の運転期間延長認可を申請するにあた

り、運転開始から申請に至るまでの間に生じた原子炉その他の設備の劣化

状況の把握のための点検（特別点検）、運転開始から６０年の間に生じる原

子炉その他の設備の劣化状況に関する評価（劣化状況評価）、６０年間の運

転を踏まえた原子炉その他の設備についての保守管理に関する方針（施設

管理方針）の策定を行った。 

    (ア) 特別点検 

特別点検では、通常の点検・検査に追加して、①原子炉容器について

目視試験、超音波探傷試験及び渦流探傷試験による欠陥の有無の確認、

②原子炉格納容器について目視試験による塗膜状態の確認、③コンクリ

ート構造物について採取したコアサンプル（試料）による強度等の確認

による点検を行った。 

その結果、①原子炉容器について有意な欠陥は認められず、②原子炉

格納容器について構造健全性又は気密性に影響を与えるおそれのある塗

膜の劣化や腐食も認められなかった。また、③コンクリート構造物につ

いても、健全性に影響を与えるおそれのある劣化は認められなかった。 

      （乙１２８〔５～１０頁〕） 

    (イ) 劣化状況評価 

劣化状況評価は、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類

に関する審査指針」（乙１３１）等に基づき抽出した機器を対象に、①

経年劣化事象に対する機器・構造物の健全性評価、②耐震安全性評価
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（運転開始後６０年時点で想定される経年劣化を加味した、基準地震動

等に対する耐震安全性評価）を実施した。 

①経年劣化事象に対する機器・構造物の健全性評価については、低サ

イクル疲労割れ、原子炉容器の中性子照射脆化（鋼材が中性子の照射を

受けることによって靭性が低下する現象）、照射誘起型応力腐食割れ、

２相ステンレス鋼の熱時効、絶縁特性低下、コンクリートの強度低下及

び遮蔽能力低下を対象に行った。 

その結果、債務者は、現在行っている保全活動の継続及び一部機器の

取替えにより、プラント全体の機器・構造物の６０年までの健全性が確

保されることを確認した。 

（乙１２８〔１４～２０頁〕） 

②耐震安全性評価については、まず、「発電用軽水型原子炉施設の安全

機能の重要度分類に関する審査指針」における安全機能の重要度のクラ

ス１、２及び高温・高圧の環境下にあるクラス３の機器並びに常設重大

事故等対処設備に属する機器・構造物の全てを評価対象機器として選定

した。その上で、評価対象機器を、構造、材料及び使用環境等により、

当該機器の安全機能の重要度、材料及び使用環境等によりグループ化し、

グループごとに耐震重要度を考慮して代表機器を選定した。 

（乙１３０〔７頁〕） 

次に、選定した各代表機器について、想定される経年劣化事象のうち

顕在化した場合に当該代表機器の構造・強度又は振動に対する応答特性

上、その影響が有意なものを耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象として抽出した。その結果、高浜１、２号機においては、応力腐食割

れ 、疲労割れ 、中性子照射脆化 、熱時効等が耐震安全上考慮する必要

のある経年劣化事象となった。 

（乙１３０〔７～８、１０頁〕） 



60 

そして、かかる経年劣化事象ごとに経年劣化を保守的に想定した上で、

代表機器の耐震重要度に応じた耐震安全性評価を行い、さらに代表機器

の評価結果に基づきグループ内の機器全体に対する評価も行い、高浜１、

２号機の耐震安全性が確保されていることを確認した。 

（乙１３０〔１１～３７頁〕） 

（上記認定の全般につき、乙１２３、乙１２４、乙１２９、乙１３２

の１及び２） 

    (ウ) 保守管理に関する方針策定 

債務者は、劣化状況評価の結果を踏まえ、保守管理に関する方針を策

定した。このうち、配管の腐食（流れ加速型腐食）を考慮した耐震安全

性評価については、肉厚測定による実測データに基づき評価を実施した

炭素鋼配管に対して、耐震性が確認できた板厚に到達するまでにサポー

ト改造等の設備対策を行い、これを反映した評価を実施すること、また、

サポート改造等の設備対策が完了するまでは、減肉傾向の把握及びデー

タ蓄積を継続して行い、減肉進展の実測データを反映した評価を実施す

ることとした。 

（乙１２８〔３６～３７頁〕） 

    (エ) 原子力規制委員会による審査結果 

かかる高経年化対策に関する保安規定変更認可及び運転期間延長認可

により、高浜発電所１、２号機について運転期間延長審査基準の要求事

項を満足していることが確認された。 

（乙１３７の１、乙１３７の２） 

   ウ 耐震重要度分類 

    (ア) 原子力発電所全体の安全性を確保するためには、重要度に応じて要求

の程度を変化させる方法（グレーディッドアプローチ）が有効であり、

かかる安全規制の方法は、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の国際基準や米
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国の安全規制等、多くの国で広く採用されている。我が国の原子力規制

においてもこの考え方は採用されており、①設計基準対象施設を耐震重

要度分類により分類し（解釈別記２第４条２項）、②耐震重要施設（耐

震重要度分類Ｓクラスに属する。解釈別記１第３条１項）は、基準地震

動による地震力に対して機能喪失しないこと（設置許可基準規則第４条

３項）等を求めている。 

（乙３３） 

    (イ) 主給水ポンプは２次冷却設備の一部を構成し、原子炉内で熱せられて

高温水となった１次冷却剤により蒸気発生器において蒸気となり、ター

ビンを回した後に冷却されて水に戻った２次冷却剤を、再び蒸気発生器

に送る機器である。主給水ポンプは発電のためには不可欠な設備である

が、原子炉の安全性を確保するための冷却機能の維持に必要な「安全上

重要な設備」ではなく、耐震重要度分類Ｃクラスに分類されており、基

準地震動以下の地震動により損傷する可能性がある。 

      補助給水設備は、原子炉を停止した後、炉心から崩壊熱を除去（冷却）

するための設備であり、主給水ポンプとは別の水源から蒸気発生器に水

を送る役割を担っているため、安全上の観点から、耐震重要度分類Ｓク

ラスに分類されている。 

      （乙３０の１添付資料八〔８－１－９９９頁〕） 

   エ 主給水ポンプが損傷・故障した場合に、炉心損傷を防止する対策 

    (ア) 債務者は、本件原発において、重大事故等発生時や大規模損壊発生時

をはじめとして、火災発生時、内部溢水発生時、火山影響等発生時、そ

の他自然災害発生時等における人員の配置、教育訓練等を実施し、多種

多様な状況に対応するための体制を構築している（乙２８４）。 

      また、主給水ポンプがその機能を喪失しても、基準地震動による地震

力でも安全性が損なわれないことが求められている補助給水設備が正常
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に機能していれば、これにより２次冷却系の機能を維持することが可能

となる。前提事実２⑶オ(イ)記載のとおり、補助給水設備には動力源とい

て電力を利用しないタービン動補助給水ポンプがあり、全交流電源喪失

時にも、タービン動補助給水ポンプにより２次冷却系の機能を維持する

ことが可能である。 

    (イ) 主給水ポンプがその機能を喪失するだけでなく、補助給水設備をもそ

の機能を喪失するという事象（以下「２次冷却系からの除熱機能喪失」

という。）が発生した場合における炉心損傷を防止する対策とその所要時

間 

     ａ 炉心損傷を防止する対策の内容 

２次冷却系からの除熱機能喪失が生じた場合、１次冷却材の熱エネ

ルギーを２次冷却材に伝えるための熱交換器である蒸気発生器に、復

水タンクを水源とする２次冷却材が供給されなくなる一方で、蒸気発

生器で熱せられた２次冷却材は主蒸気逃がし弁から蒸気となって逃げ

て行くので、蒸気発生器を含む２次冷却設備中の２次冷却材はいずれ

枯渇し（この状態を、以下「ドライアウト」という。）、２次冷却設備

における除熱機能は失われる。 

       その場合の対策としては、ドライアウトにより２次冷却設備におけ

る除熱機能が完全に失われたタイミングで、非常用炉心冷却設備（Ｅ

ＣＣＳ）である充てん／高圧注入ポンプを起動して燃料取替用水タン

クのほう酸水を原子炉容器に連続的に送り込み、加圧器逃がし弁を開

放して、蒸気となった１次冷却材を放出することで熱を除去し、炉心

の冷却を行う（フィードアンドブリード）。 

     ｂ 炉心損傷を防止する対策の所要時間 

       フィードアンドブリード開始を蒸気発生器ドライアウトの５分後と

しているところ、これが仮に１０分後となっても対策が有効であるこ
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とを確認されている。 

     ｃ 炉心損傷を防止する対策の操作手順 

       フィードアンドブリードの手順としては、非常用炉心冷却装備作動

信号を手動発信させ、充てん／高圧注入ポンプの起動を確認後、すべ

ての加圧器逃がし弁を手動で開放するというものである。 

(ウ) 原子力規制委員会は、フィードアンドブリードシナリオに相当する対

策に関して、新規制基準への適合性を確認した。 

（乙３０の１添付書類十〔１０－７－３～１０－７－８、１０－７－

１６頁〕、乙３９〔１４８～１７８頁〕） 

   オ 高浜発電所４号機の原子炉自動停止事象 

    (ア) 高浜発電所４号機は定格熱出力一定運転中であったところ、令和５年

１月３０日午後３時２１分「ＰＲ中性子束急減トリップ」警報が発信し、

原子炉が自動停止するとともに、タービン及び発電機が自動停止した。 

      （乙２７９） 

    (イ) 「ＰＲ中性子束急減トリップ」警報が発信する可能性がある要因とし

て、制御棒が実際に炉心に挿入されることのほか、中性子束検出器の故

障などが考えられるところ、債務者は、本事象発生前の高浜４号機の状

況や運転操作状況等について調査を行った結果、警報発信については、

中性子束検出器の故障ではなく、実際に制御棒が原子炉内に挿入され中

性子量が急減したことによるものであることを確認した。 

      制御棒が実際に挿入された原因に関し、債務者は制御棒駆動装置の健

全性について調査を実施したところ、制御棒を保持するラッチに取り付

けられたコイルへ通電する電気ケーブルにおいて、施工時から原子炉格

納容器貫通部出口と端子台の間の電気ケーブル上に他の電気ケーブルが

覆いかぶさっている状態となっていたことが確認された。その結果、通

常設計としては想定していない引張力が作用し、導通不良が発生したこ
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とにより、電気ケーブルの導体抵抗の増減や電流低下が生じ、制御棒１

本が原子炉に挿入されたものと推定された。 

      （乙２７９） 

    (ウ) 原子力規制委員会は、債務者による原因究明の妥当性、及び高浜４号

機の原子炉自動停止事象が高経年化対策上考慮すべき経年劣化事象でな

いことにつき了承した。 

      （乙２８０） 

  ⑵ 老朽化に伴う問題（争点５－１） 

   ア 前記前提事実５及び前記認定事実イによれば、新規制基準は、発電用原

子炉の設置者に対し、保安のために必要な措置として、運転を開始した日

以後４０年を経過した発電用原子炉施設について、運転を開始した日以後

５０年を経過する日までに高経年化技術評価を行い、この評価の結果に基

づき、許可を受けた延長する期間が満了するまでの期間において１０年間

に実施すべき施設管理に関する方針を策定することを要求しており、債務

者は、これらの規制の内容を踏まえた対応を行っていることが認められる。 

     債権者らは、これまで４０年を超えるような長期運転がなされてきた原

発にどのような技術的問題が発生するのかについての蓄積がなく、予測も

困難であると主張するが、前記認定事実イのとおり、債務者は、劣化状況

評価に際しては、経年劣化事象を考慮した上で、安全を確保するために重

要な機器及び構造物が必要な耐震安全性を備えていることを確認している

ものであることを踏まえれば、長期運転に伴って生じる技術的問題につい

て考慮されているということができる。 

イ 債権者らは、本件原発の一つである高浜発電所４号機において、原子炉

が自動停止したトラブルが発生していることからすれば、老朽化に伴う問

題があると主張する。 

  前記認定事実オによれば、同トラブルが発生した原因について調査がな
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されているところ、その調査結果として、原因は、施工時から原子炉格納

容器貫通部出口と端子台の間の電気ケーブル上に他の電気ケーブルが覆い

かぶさっている状態となっており、通常設計としては想定していない引張

力が作用したことによるものとされている。前記調査結果の内容に不合理

な点はなく、原子力規制委員会においてもその妥当性が了承されているこ

とからすれば、同トラブルの発生は、経年劣化によるものによって生じた

ものであるとは認められないから、同トラブルが発生したからといって、

本件原発に老朽化に伴う問題があるということはできない。 

   ウ 債権者らは、そのほかにも、本件原発が老朽化して危険であることにつ

いて種々主張するが、抽象的な一般論の域を出ない。 

  ⑶ 主給水ポンプ破損時の危険（争点５－２） 

   ア 債権者らは、本件原発が老朽化していること、主給水ポンプの耐震性が

Ｓクラスとされていないことからすれば、基準地震動以下の地震によって

主給水ポンプが破損又は故障した場合においても炉心損傷前に冷却に至る

ことが確実にできるといえなければ、原発の安全性が確保されているとは

いえないと主張する。 

イ しかしながら、前記⑴認定事実ウ(イ)によれば、基準地震動以下の地震

によって主給水ポンプが損傷しても、基準地震動による地震力でも安全性

を損なわないことが求められる補助給水設備が存在し、それにより２次冷

却系の機能を維持することが可能である。 

     また、前記認定事実エによれば、２次冷却系からの除熱機能喪失した場

合においても、炉心損傷を防止するための対策が取られており、かかる対

策の操作手順としては、まず、非常用炉心冷却設備作動信号を手動で発信

し、加圧器逃がし弁を開放するというものであり、ドライアウトが発生し

てから５分以内に行うことが困難であるとはいえないこと、フィードアン

ドブリードを開始することができれば時間的余裕が確保されていくことか
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らすれば、炉心損傷防止の手段として不合理な点があるものとは認められ

ない。 

     そうすると、本件原発では、２次冷却系からの除熱機能喪失した場合に

おける炉心損傷対策についても、不合理な点があるとは認められない。 

⑷ よって、本件原発の老朽化対策及び主給水ポンプ破損時における炉心損

傷対策の内容は十分であると認められ、債権者らの主張によっても上記疎

明は覆されず、重大事故が発生する具体的危険があることの疎明はない。 

 ６ 使用済み核燃料の危険性（争点６） 

  ⑴ 認定事実 

    以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲疎明資料及び審尋の全趣旨

により一応認められる。 

   ア 新規制基準の定め 

     使用済燃料の貯蔵施設は、新規制基準上、設計基準対象施設及び重大事

故等対処施設に該当し、耐震重要度分類に応じた耐震安全性の確保が求め

られている。また、使用済燃料の臨界を防止する設計であること、使用済

燃料からの放射線を遮蔽する設計であること、及び使用済燃料の損傷を防

止するために崩壊熱を除去する設計であることが求められている（設置許

可基準規則４条、１６条２項、３９条、５４条等）。 

（乙２８、乙８２） 

     その一方で、新規制基準では、使用済燃料の貯蔵施設について、原子炉

容器や原子炉格納容器のような耐圧性を有する堅固な容器により使用済燃

料を閉じ込めることまでは要求されていない。 

     （乙１９６〔６頁〕参照） 

   イ 本件原発における使用済核燃料ピットの安全確保対策 

     本件原発の使用済燃料ピットは、新規制基準に基づき、耐震重要度分類

において耐震重要施設としてＳクラスに分類されている。そして、使用済
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燃料ピットは、燃料取扱建屋の基礎直上に設置され、地盤面近くに位置し

ており、壁面及び底部を鉄筋コンクリート造、内面にステンレス鋼板を内

張りした強固な構造物であり、基準地震動に対する耐震安全性を確認して

いる。 

また、使用済燃料ピット水補給設備及び送水車（使用済燃料ピット水の

補給機能を万一喪失した場合に使用済燃料ピットへ注水し、必要な水量を

補う設備）等、使用済燃料ピット本体以外についても、基準地震動に対す

る耐震安全性を確認している。 

     （乙１８２の１から５まで） 

   ウ 原子力規制委員会の認可 

     本件原発については、原子力規制委員会に対し使用済燃料ピットの安全

対策を含む原子炉設置変更許可及び工事計画認可を申請し、同委員会によ

り本件原発の新規制基準への適合性が確認され、設置変更許可及び工事計

画認可を受けている。 

（乙６８の１、乙６９の１、乙７３、乙７４の１） 

⑵ 以上の事実を前提に判断する。 

 ア 新規制基準において、使用済核燃料が、耐圧性を有する堅固な容器に

より使用済燃料を閉じ込めることまでは要求されていない（前記認定事

実ア）趣旨は、使用済燃料は、原子炉運転中の炉心の燃料とは異なり高

温・高圧の環境下になく、大気圧の下で崩壊熱を除去するため、常温程

度以下に保たれた使用済燃料貯蔵槽内の水により冠水状態で貯蔵すれば

足り、使用済燃料を炉心から取り出し使用済燃料ピットへ移動する段階

では崩壊熱はかなり小さくなっており、使用済燃料が冠水さえしていれ

ば、使用済燃料の発する崩壊熱は大量に存在する周囲の水に伝達される

ため十分除去されると考えられている（乙１９６〔６頁〕）ことにある

と認められ、使用済核燃料の貯蔵施設が堅固な施設によって囲い込むこ
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とを定めていないとしても、そのことが不合理であるとはいえない。 

 イ 債権者らは、使用済核燃料が、不測の事態に対して堅固な施設によって

防御を固められる必要があると主張するが、耐震安全性については、前記

認定事実イのとおり確認されているため理由がない。また、テロ等による

危険性については、後述するように（争点７）、原子力発電所においては

テロリズム対策が規定されているところであり、新規制基準において、使

用済核燃料の貯蔵施設が、テロ等からの防御を目的として堅固な施設によ

って防御を固められる必要があるということはできない。 

 ウ よって、使用済み核燃料の貯蔵施設は適切に設置されていると認めら

れ、債権者らの主張によっても上記疎明は覆されず、重大事故が発生す

る具体的危険があることの疎明はない。 

 ７ 本件原発におけるテロリズム対策の合理性（争点７） 

  ⑴ 認定事実 

   ア 法令の定めについて 

     航空機の衝突による大規模テロ攻撃や、ミサイル等による他国からの武

力攻撃等については、「緊急対処事態」や「武力攻撃事態」として、国民

保護法及び事態対処法等に基づき、国が主導的な役割を担い、対策本部を

設置して原子力災害への対処、放射性物質による汚染への対処等にあたる

こととなっている。債務者としては、国民保護法に基づき定められている

国民保護業務計画に則り、国と連携して対処していくこととなる。 

     また、原災法も、原子力災害の発生の防止に関し原子力事業者に万全の

措置を講ずる責務を課す（３条）一方で、国も、テロリズムその他の犯罪

行為による原子力災害の発生も想定し、これに伴う被害の最小化を図る観

点から、警備体制の強化、原子力事業所における深層防護の徹底、被害の

状況に応じた対応策の整備その他原子力災害の防止に関し万全の措置を講

ずる責務を有すると規定している（４条２項）。 
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     そして、原子炉規制法は、テロリズムその他の犯罪行為の発生も想定し

た必要な規制を行うことも目的としており（１条）、これを受けて、テロ

リズム対策に関する基準については同法４３条の３の６第１項３号及び４

号並びに設置許可基準規則（４２条、４３条）及び「実用発電用原子炉に

係る発電用原子炉設置者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力に係る審査基準」（乙１９０、以下「技

術的能力審査基準」」という。）を設け、保安措置については、同法４３条

の３の２２及び実用炉規則（８３条、９２条１項１６号）を設けている。 

イ 設置許可基準関係について 

     設置許可基準規則は、重大事故等に対処するための機能を有する施設と

して様々な重大事故等対処施設（同規則２条２項１１号）を設けることを

求めているところ、これらの施設は、故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる放射性物質の異常な水準の放出を抑制するためにも用

いることが予定されている。 

     例えば、可搬型重大事故等対処設備は、テロリズムによる影響も考慮し

た上で、常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に保管することを求め

ている（同規則４３条３項５号）。 

     また、設置許可基準規則は、重大事故等対処施設のうち、原子炉建屋へ

の故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対してその重大事故

等に対処することを目的とするものを特定重大事故等対処施設（同規則２

条２項１２号）と定めて、原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムに対してその重大事故等に対処するために必要な機能が

損なわれるおそれがなく、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な

設備を有し、かつ、原子炉建屋への故意による大型航空機の衝突その他の

テロリズムの発生後、発電用原子炉施設の外からの支援が受けられるまで

の間、使用できるものである特定重大事故等対処施設を設けることを求め
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ている（同規則４２条）。 

 債務者は、設置許可基準規則及び技術的能力審査基準に定められた特定

重大事故等対処施設及び重大事故対処施設を設置し、原子力規制委員会に

よる新規制基準適合性審査では、本件原発について、これらの要求に関す

る適合が確認されている。 

（乙７３、乙８４、乙３０４ないし３０８） 

ウ 保安規定関係について 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる発電用原子炉施

設における大規模な損壊を想定した場合でも、放射性物質の放出を低減す

ることなどが全くできなくなることを避けるため、施設や設備を柔軟に用

いることができるよう手順等を準備するとともに、工場等外への放射性物

質の放出を低減するために有効な設備が一切機能しないことにならないよ

う要求することが合理的とされている。 

（乙１９０〔６～７、３６～３８頁〕） 

そして、実用炉規則８３条では、大規模火災に対する消火活動、炉心損

傷や原子炉格納容器破損等を緩和するための対策、放射性物質の放出を低

減するための対策といった発電用原子炉施設の必要な機能を維持するため

の活動に関する計画を定めること、当該計画の実行に必要な要員を配置し、

当該計画に従って必要な活動を行わせることや同活動を行う要員に対する

教育・訓練を定期的に実施すること、同活動に必要な資機材を配備するこ

と、同活動に必要な体制を整備することなど、発電用原子炉施設の保全に

関する措置を講じることが求められ、同規則９２条１項１６号では、発電

用原子炉施設の保全に関する措置を保安規定に定めることが求められてい

る。 

債務者は、大規模損壊時の対応体制を始めとした保全に関する措置を保

安規定に定め、原子力規制委員会は、同内容の保安規定について基準適合
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性を確認し、認可している。 

（乙７０、乙７６、乙１８４、乙１８５） 

  ⑵ 以上を前提に判断する。 

   ア 前記アによれば、航空機の衝突による大規模テロ攻撃や、ミサイル等に

よる他国からの武力攻撃等に対する対応については、事態対処法、国民保

護法や原災法に基づき基本的には国の責務であるとされる一方、事業者に

対しても施設の構造及び設備並びに重大事故等対策の観点からの規制を通

じて一定の責務を課しているということができる。 

     そして、設置許可基準規則や実用炉規則の定めは、以上のような法の趣

旨を具体化したものということができる。 

     前記認定事実イ及びウによれば、債務者は、新規制基準の定めに応じた

措置として一定の対策を講じることとし、その点について原子力規制委員

会から新規制基準に適合する旨の判断を得たものであり、原子力規制委員

会の判断や、それへ至る過程に不合理な点はない。 

   イ 債権者らは、故意による大型航空機の衝突が起きれば、特定重大事故等

対処施設は全く役に立たないと主張する。 

     しかしながら、債務者は、前記認定事実ウのとおり、テロリズムによる

発電用原子炉施設における大規模な損壊を想定した場合でも、放射性物質

の放出を低減するための措置を講じることとし、その点について原子力規

制委員会から新規制基準に適合する旨の判断を得ている。また、認定事実

アのとおり、故意による大型航空機の衝突のような事態に対して、原子力

事業者は、国と連携してこれに対処するにすぎないのであり、こうした法

令の定めを前提とすると、債務者が独自に上記のような事態に対する直接

的な対策を講じていないとしても、そのことを債務者による本件原発の運

転に係る違法性を基礎付ける事情として評価するのは相当でない。 



72 

   ウ よって、本件原発におけるテロリズム対策に関する債務者の措置は適切

であり、債権者らの主張によっても上記疎明は覆されず、本件原発におい

て、重大事故が発生する具体的危険があるとの疎明はない。 

 ８ 避難計画等（争点８） 

  ⑴ 避難計画の不備による人格権侵害の具体的危険性（争点８－１） 

   ア 認定事実 

     以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲疎明資料及び審尋の全趣

旨により一応認められる。 

    (ア) 国際原子力機関における深層防護の考え方 

      国際原子力機関（ＩＡＥＡ）は、ＩＡＥＡ憲章第Ⅲ条の規定により、

健康を守るため及び生命や財産に対する危険を最小限に抑えるために安

全基準を策定又は採択する権限並びに（ＩＡＥＡ自らの活動に対して）

基準に適合する措置をとる権限が与えられている。 

      深層防護とは、一般に、安全に対する脅威から人を守ることを目的と

して、ある目標を持った幾つかの障壁（防護レベル）を用意して、各々

の障壁が独立して有効に機能することを求めるという考え方であり、Ｉ

ＡＥＡの最上位の安全基準である「基本安全原則」（ＳＦ－１）において

は、原子力発電所において事故を防止し、かつ、発生時の事故の影響を

緩和する主要な手段として位置づけられている。 

      深層防護は、複数の連続かつ独立したレベルの防護の組合せによって

主に実現されるとし、ひとつの防護レベル又は障壁が万一機能しなくて

も、次の防護レベル又は障壁が機能するとされている。そして、各防護

レベルが独立して有効に機能することが、深層防護の不可欠な要素であ

るとされている（基本安全原則３．３１．）。 

ＩＡＥＡの安全基準の一つである「原子力発電所の安全：設計」（Ｓ

ＳＲ－２／１（Ｒｅｖ．１））では、深層防護の考え方を設計に適用し、



73 

以下のとおり５つの防護レベルとして具体化されている。 

（乙２８、乙１５７） 

     ａ 第１の防護レベルは、通常運転状態からの逸脱と安全上重要な機器

等の故障を防止することを目的として、品質管理及び適切で実証され

た工学的手法に従って、発電所が健全でかつ保守的に立地、設計、建

設、保守及び運転されることを要求するものである。  

ｂ 第２の防護レベルは、発電所で運転期間中に予期される事象（設置

許可基準規則では「運転時の異常な過渡変化」）が事故状態に拡大す

ることを防止するために、通常運転状態からの逸脱を検知し、管理す

ることを目的として、設計で特定の系統と仕組みを備えること、それ

らの有効性を安全解析により確認すること、さらに運転期間中に予期

される事象を発生させる起因事象を防止するか、さもなければその影

響を最小に留め、発電所を安全な状態に戻す運転手順の確立を要求す

るものである。 

ｃ 第３の防護レベルは、運転期間中に予期される事象又は想定起因事

象が拡大して前段のレベルで制御できず、また、設計基準事故に進展

した場合において、固有の安全性及び工学的な安全の仕組み又はその

一方並びに手順により、事故を超える状態に拡大することを防止する

とともに発電所を安全な状態に戻すことができることを要求するもの

である。 

ｄ 第４の防護レベルは、第３の防護レベルでの対策が失敗した場合を

想定し、事故の拡大を防止し、重大事故の影響を緩和することを要求

するものである。重大事故等に対する安全上の目的は、時間的にも適

用範囲においても限られた防護措置のみで対処可能とするとともに、

敷地外の汚染を回避又は最小化することである。また、早期の放射性

物質の放出又は大量の放射性物質の放出を引き起こす事故シーケンス
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の発生の可能性を十分に低くすることによって実質的に排除できるこ

とを要求するものである。 

ｅ 第５の防護レベルは、重大事故に起因して発生しうる放射性物質の

放出による影響を緩和することを目的として、十分な装備を備えた緊

急時対応施設の整備と、所内と所外の緊急事態の対応に関する緊急時

計画と緊急時手順の整備が必要であるというものである。 

    (イ) ＩＡＥＡの「原子力発電所の安全：設計」等における避難計画の位置

づけ 

避難計画の策定は、ＩＡＥＡの安全基準の一つである「原子力発電所

の安全：設計」（ＳＳＲ－２／１（Ｒｅｖ．１））では、第５の防護レ

ベルにおける「所内と所外の緊急事態の対応に関する緊急時計画と緊急

時手順の整備」に含まれるが、上記ＩＡＥＡの基準は深層防護の概念を

原子力発電所の設計に適用すべきとされているにとどまり、必ずしもそ

の第１から第５の防護レベルに係る全ての対応を設置許可基準規則等の

原子力事業者に対する規制に規定することが求められているわけではな

い。 

また、ＩＡＥＡの安全基準「原子力又は放射線の緊急事態に対する準

備と対応」（ＧＳＲ Ｐａｒｔ ７）においても、政府は、規定を設け、

原子力又は放射線源による緊急事態に対する準備と対応に関する役割と

責任を明示し、割り当てることを確実なものとしなければならないとさ

れており、避難計画に関する事項を含む緊急事態に対する準備と対応に

ついて原子力事業者に対する規制として規定することは求められていな

い。 

（乙２８〔７０頁〕） 

    (ウ) 原子力規制委員会の新規制基準における深層防護の考え方 

      原子力規制委員会は、深層防護の考え方を踏まえて新規制基準を策定
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しており、設置許可基準規則第２章「設計基準対象施設」の規定は第１

から第３までの防護レベルに相当する事項を、同規則第３章「重大事故

等対処施設」の規定は主に第４の防護レベルに相当する事項をそれぞれ

規定している。もっとも、新規制基準においては、所内及び所外の緊急

事態の対応に関する緊急時計画等の整備（深層防護のうち第５の防護レ

ベル）等は要求事項とされていない。 

      第５の防護レベルに関する事項については、我が国の法制度上、「災 

害」の一形態としての「原子力災害」に対し、国、地方公共団体、原子

力事業者等がそれぞれの責務を果たすこととされており、災害対策基本

法（以下「災対法」という。）及び原災法によって措置されている。 

（乙２８〔６９、７１～７２頁〕） 

    (エ) 原子力災害に係る避難計画に関する関連法令 

      国や地方公共団体の避難計画を含む原子力災害対策について、災対法

に基づく防災基本計画（原子力災害対策編）（災対法２条８号、３４条

１項）、及び原災法に基づく原災指針（原災法６条の２第１項）が定め

られる。 

      まず、原子力事業者は、原子力災害の発生の防止に関し万全の措置を

講ずるとともに、原子力災害の拡大の防止及び復旧に関し、誠意をもっ

て必要な措置を講ずる責務を有するとされ（原災法３条）、原災指針に基

づき、原子力事業所毎に、原子力災害予防対策（原災法２条６号）、緊急

事態応急対策（原災法２条５号）及び原子力災害事後対策（原災法２条

７号）に関し、原子力事業者防災業務計画（原災法７条１項）を作成し、

原子力防災組織の整備、原子力防災資機材の確保等を行うこととされて

いる。 

また、国は、国民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護するた

め、防災に関し万全の措置を講ずる責務を有するとされ、原子力災害対
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策本部の設置、地方公共団体への必要な指示その他緊急事態応急対策の

実施のために必要な措置並びに原子力災害予防対策及び原子力災害事後

対策の実施のために必要な措置を講じることとされている（原災法４条

１項、災対法３条１項）。 

そして、地方公共団体は、住民の生命、身体及び財産を原子力災害か

ら保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、地域防

災計画（原子力災害対策編）を作成するなどの責務を有するとされ（原

災法５条、災対法４条１項及び５条１項）、防災基本計画（原子力災害対

策編）及び原災指針に基づき、地域防災計画（原子力災害対策編）を作

成し、応急対策を実施するための体制構築、緊急時における情報連絡体

制の整備等を行うこととされている。 

   イ 以上を前提に判断する。 

    (ア) 上記認定事実(ア)及び (イ)によれば、原子力発電所の安全設計においては、

ある目標を持った幾つかの障壁（防護レベル）を用意して、各々の障壁

が独立して有効に機能することを求める深層防護の考え方に基づき、５

つの防護階層として具体化に設定されているところ、その最後の層であ

る第５の防護レベルが、放射性物質が原子力施設外に放出されることを

前提とした避難計画である。 

      この点について、上記認定事実(ウ)のとおり、原子力規制委員会は、深

層防護の考え方を踏まえて新規制基準を策定していることからしても、

設置許可基準規則が策定したある防護レベルの安全対策を講ずるに当た

っては、その前に存在する防護レベルの対策を前提とせず、また、その

後に存在する防護レベルの対策にも期待しないことが求められるものと

いえる。 

      しかしながら、深層防護の考え方は、事前の計画としては、各防護レ

ベルの十分な対策を前提にして、あえてその効果が十分でなかった場合
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に備えて対策を多層にするというものであり（乙１５８〔本文４頁〕参

照）、人格権侵害による被害が生ずる具体的危険が存在するか否かにお

いて、第１から第４までの各防護レベルの存在を捨象して無条件に放射

性物質の異常放出が生ずるとの前提を置くことは相当でなく、放射性物

質の異常放出が生ずるとの疎明を欠くにもかかわらず、第５の防護レベ

ル（避難計画）に不備があれば直ちに地域住民に放射線被害が及ぶ具体

的危険があると認めることはできない。 

    (イ) したがって、避難計画の不備を理由に人格権侵害の具体的危険を疎明

する場合においては、その前提として、債権者らが避難を要するような

事態（放射性物質が外部に放出される事態）が発生する具体的危険を具

体的に疎明する必要があるものと解される。 

      そうすると、本件について、前記４から７までにおいて検討したとお

り、債権者らが避難を要するような事態が発生する具体的危険について

十分な疎明があるとはいえないから、当該債権者らの主張は理由がない。 

⑵ 避難計画の不備の有無（争点８－２） 

前記⑴イ(イ)のとおりであるから、争点８－２については判断するまでもな

い。 

９ その他、債権者が種々主張する点は、本件の結論を左右するものではない。 

第７ 結論 

   以上によれば、本件では被保全権利の疎明があるとはいえないから、保全の

必要性について判断をするまでもなく、債権者らの本件仮処分命令申立ては理

由がない。よって、本件申立てをいずれも却下することとし、主文のとおり決

定する。 

令和６年３月２９日 

      福井地方裁判所民事部 

             裁判長裁判官    加   藤       靖 
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